
「平成26年度における電波資源拡大のための研究開発の基本計画書（案）」 に対する意見と総務省の考え方

対象となる研究開発課題 意見 総務省の考え方 

次世代映像素材伝送の実現に向けた高

効率周波数利用技術に関する研究開発 

次世代映像素材伝送の実現に向けた高効率周波数利用技

術に関する研究開発の重要性は高く、その意義は大きいと

考える。その一方、地上デジタル放送で、いわゆる8K放送

を実現することは、技術者にとっての夢であり、ブラジル

に続く地デジの世界普及のキーテクノロジーであると考え

る。 

さて、現行の地上デジタル放送は、帯域幅6[MHz]のチャ

ンネル間隔で割り当てられており、放送局によって伝送パ

ラメータが異なるため違いはあるものの、概ね伝送bitレー

トは17[Mbit/s]程度(周波数利用効率2.83（ =17/6）

[bit/s/Hz])程度といわれている。 

一方で、スーパーハイビジョンの帯域圧縮後の伝送ビッ

ト・レートは100～200[Mbit/s]前後になると言われている。

すなわち、現行の地上デジタル放送1chチャンネル(6[MHz])

で、スーパーハイビジョン1ｃｈ(100[Mbit/s]を仮定)を伝

送 す る に は 周 波 数 利 用 効 率 を 大 幅 に 上 げ 、

16.7[bit/s/Hz](≒100[Mbit/s]/6[MHz])程度が必要にな

る。その比率は、現行の地上デジタル放送に比較して少な

くとも6倍（5.9倍≒16.7[bit/s/Hz]/2.83[bit/s/Hz]）であ

る。 

従って、地上デジタル放送におけるスーパーハイビジョ

ン伝送の研究開発目標は、デジタル伝送において、現行の6

倍以上の周波数利用効率を目指すと明確にすべきである。

これは極めて高いハードルであるが、実現の暁には、日本

が世界のデジタル無線通信、デジタル放送市場を独占でき

る。そのために、MIMOに研究開発対象を限定せず技術的な

ブレークスルーに対して機動的な研究開発を進めるべきで

ある。 

（個人）

次世代映像素材伝送の実現に向けた高効率

周波数利用技術に関する研究開発について、賛

成する御意見として承ります。 

本研究開発は、次世代映像素材伝送に関する

ものですが、頂いた地上デジタル放送における

スーパーハイビジョン伝送についての御意見

は、今後の放送行政を推進する上での参考意見

として承ります。 

別
紙

 



140GHz 帯高精度レーダーの研究開発 当該周波数帯及び近傍には電波天文業務（136-158.5 GHz,

うち148.5-151.5 GHzにあっては放射禁止帯）ほか各種業務

に割当てがあるため、140GHz帯高精度レーダーの研究開発

に当たっては、当帯域及び近隣帯域における既存業務への

悪影響が出ないように十分な配慮を行った上で発射実験等

を行うこと。 

 

（国立天文台電波天文周波数小委員会）

御指摘を踏まえ研究開発を進めて参ります。 
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＜基本計画書＞ 

次世代映像素材伝送の実現に向けた高効率周波数利用技術に関する研究開発 

１．目的 

我が国では、超高精細度放送（8K 放送）の試験放送が 2016 年に開始される予定

であり、2020 年の本放送開始に向けて、ニュース映像やスポーツ番組等に不可欠

な放送番組素材についても高効率かつ高信頼のリアルタイム伝送を行うための基

盤技術の確立が急務となっている。 

現行または周波数移行後の素材伝送システム（FPU(Field Pick-up Unit)）で使

用される周波数帯域（2.3GHz 帯、マイクロ波帯など）では、大容量の超高精細度

（8K）映像素材を無線伝送するための新たな周波数帯域の確保が難しいことから、

当該 FPU 周波数をこれまで以上に効率的に利用可能とする伝送技術の研究・開発が

必要である。 

また、FPU は伝搬路状況が大きく変化する環境において運用することから、伝送

品質を維持しつつ、周波数の有効利用を図ることが求められている。特に 2.3GHz

帯の周波数等では、他の無線通信システムとの共用や FPU 同士の共用が前提となっ

ていることから、電波干渉を生じさせない新たな工夫も必要となる。 

以上のことから、8K 映像素材のリアルタイム伝送の実現に向けた高効率伝送技

術ならびに、電波干渉を回避するとともに FPU の伝送品質を維持した上で高効率の

周波数有効利用を図るための伝送技術を確立することにより、FPU の大容量化と信

頼性の向上を図り、既存の FPU に比べ周波数利用効率を高めた次世代映像素材無線

伝送システムの開発を目標とする。 

FPU で使用する周波数帯域を活用して 8K 映像素材伝送を実現するとともに、他

の無線通信システムと共用する周波数帯域を活用しての大容量伝送を実現するも

のであるが、本研究成果は、映像素材伝送にとどまらず、周波数資源の一層の有効

利用技術として広く利用されることも期待できる。 

本研究開発により、周波数の有効利用を促進するとともに、当該技術の国際標

準化を通じて、無線通信分野における我が国の国際競争力の強化を図る。 

２．政策的位置付け 

・電波有効利用の促進に関する検討会 報告書（平成 24 年 12 月 25 日） 

第一章 電波利用環境の変化に応じた規律の柔軟な見直し 

（３）周波数再編の加速 

② 電波有効利用の活用

「電波の有効利用を一層推進する観点から、今後は、センサーネットワーク、

M2M、テラヘルツ帯デバイス、無人無線航行関連技術など、新たなニーズに対

応した無線技術をタイムリーに実現するとともに、電波利用環境を保護する

ための技術について開発をより一層推進するため、国際標準化、国際展開も
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含め、成果の実用化に向けた各段階の取組の充実・強化を図ることが必要で

ある。 

具体的には、電波の有効利用を図るための研究開発については、従来の国が

研究開発課題を設定し、委託する方法に加えて、自由に研究開発課題の提案

を受け付ける方法を導入することが適当である」旨を記載。 

・日本再興戦略（平成 25 年 6 月 閣議決定） 

第Ⅱ．３つのアクションプラン 

一．日本再生再興プラン 

４．世界最高水準の IT 社会の実現 

「IT を活用した民間主導のイノベーションの活性化に向けて、世界最高水準の

事業環境を実現するため、今般策定される新たな IT 戦略（本年 6 月 14 日閣議

決定）を精力的に推進し、規制・制度改革の徹底並びに情報通信、セキュリテ

ィ及び人材面での基盤整備を進める」旨を記載。 

・世界最先端 IT 国家創造宣言（平成 25 年 6 月 閣議決定） 

Ⅲ．目指すべき社会・姿を実現するための取組 

１．革新的な新産業・新サービスの創出と全産業の成長を促進する社会の実現 

（５）次世代放送サービスの実現による映像産業分野の新事業創出、国際競争

力の強化 

「8K に対応した放送については 2016 年に、衛星放送等における放送開始

を目指す」及び「2020 年には、市販のテレビで 4K、8K 放送やスマートテ

レビに対応したサービスを受けられる環境を実現する。」旨を記載。 

・情報通信審議会答申「知識情報社会の実現に向けた情報通信政策の在り方」（平

成 24 年 7 月 25 日） 

「リッチコンテンツ戦略」において、２０１５年に向けた目標である「いつで

もどこでも誰でもが、デバイスフリー、ワンソース／マルチユースで高精細、

高臨場感なリッチコンテンツを製作・ 利活用できる環境の実現」に関し、「日

本が優位性をもつ高精細、高臨場感な映像技術（４Ｋ、８Ｋ）の確立とこれら

が実装された端末・サービスの普及推進ロードマップを早期に策定するための

検討体制を整備」することとされている。 

・放送サービスの高度化に関する検討会検討結果取りまとめ（平成 25 年 6 月 11 日） 

スーパーハイビジョンに関する検討結果について 

「３．時間軸」中「(2)時間軸の設定に関する考え方」において以下の時期を目

安として進めていく旨記載。 

2014 年 （ブラジル（リオデジャネイロ）・ワールドカップの開催年） 

〔可能な限り早期に、関心を持つ視聴者が４Ｋを体験できる環
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境を整備。〕 

2016 年 （リオデジャネイロ・オリンピックの開催年） 

〔可能な限り早期に、関心を持つ視聴者が８Ｋを体験できる環

境を整備。〕 

2020 年 （オリンピックの開催年） 

〔希望する視聴者が、テレビによって、４Ｋ／８Ｋの放送を視

聴可能な環境を実現。〕 

 

３．目標 

 現行または周波数移行後の FPU で使用される周波数帯域（2.3GHz 帯、マイクロ

波帯など）において、リアルタイムでの 8K 映像素材伝送を可能とし、さらには、

無線区間での周波数利用効率を従来のハイビジョン（2K）用 FPU と比べて 1.5 倍に

拡大するとともに、従来の圧縮方式（MPEG-4 AVC/H.264）よりも最大 2倍程度の高

効率な圧縮技術を実現することで、当該周波数を最大３倍程度効率的に利用可能と

する新たな伝送技術の研究・開発に取り組み、次世代映像素材無線伝送システムを

構築する。 

 

４．研究開発内容  

(1) 概要  

超高精細度カメラで撮影したニュースやスポーツ等の大容量の映像情報を FPU

で効率的にリアルタイムでの伝送を行うためには、新たな技術開発の下、高度な

技術等の適用が必要である。 

FPU は、従来は単方向通信方式で、かつ固定レートで運用を行っているが、伝

送効率を向上させるために新たに双方向通信方式を採用し、さらには伝送路の状

況に応じた柔軟な送受信を可能とするために可変レートに対応した新たなFPUを

開発する。具体的には、双方向化により効率を低下させない時分割複信（TDD）

方式、双方向 MIMO 技術、適応変調技術、HARQ(Hybrid Automatic Repeat reQuest)

技術の開発に取り組む。 

また、2.3GHz 帯は FPU 同士の共用や、他の無線システムとの共用が前提となっ

ていることから、これらの周波数帯における空きチャネルを検出し、伝送に有効

なチャネルを組み合わせて容量を増大する技術の開発にも取り組む。 

さらに、8K 映像の映像素材は、これまでのハイビジョン（2K）映像素材に比べ

格段に情報量が多くなる。限られた周波数利用の中では、できる限り所要伝送レ

ートを減らすことが望まれることから、これまでよりも高効率な圧縮方式を用い

た伝送技術の開発にも取り組む。 

最終的に既存の FPU と比べ、伝送容量を最大３倍程度向上させる。また、移動

中継を想定した実証実験を実際の伝搬環境で行い、総合特性を評価する。 
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(2) 技術課題および到達目標 

技術課題 

    ア 伝送容量可変化技術の開発 

（ア）次世代 MIMO-OFDM 技術の開発 

無線通信を行う二者で伝送路情報を共有することで、伝搬環境に応じて最大

伝送容量が得られる送信パラメータを適応的に可変する技術を開発する。偏波

多重 MIMO 技術、送受信ダイバーシチ技術、空間多重 MIMO 技術を伝搬環境に応

じて適応的に切り替え、これらを積極的に利用して伝送容量を向上させる技術

の開発が課題である。また、受信側が受信した信号から経路の品質を分析し、

その情報を送信側に送り返すことにより、各アンテナから出力される信号の電

力配分を、注水定理に基づいて適応的に可変させることでスループットを向上

させるような実用的な手段の開発が必要である。 

送信パラメータを適応的に可変させるためには、伝送路情報をフィードバッ

クするための回線が必須となるが、本研究開発では４(2)ア(イ)で検討する時

分割複信（TDD）方式を前提として、フィードバックされた伝送路情報の遅延

による伝送品質の劣化を軽減する技術、送り返す情報量を削減する技術や、伝

送システムとして構築するためのハードウェア実装技術など、実用化に向けて

解決しなければならない困難な課題に取り組む。なお、上記の各要素技術は、

主にベストエフォート型の無線通信システムを前提とした研究開発が進めら

れているが、帯域保証が要求される放送分野への適用例はなく、新たな要求条

件を満たす技術への発展が不可欠となる。 

（イ）高効率時分割複信技術の開発 

高精細度（ハイビジョン）映像素材を無線伝送する既存の FPU は、放送シス

テムと同様に単方向かつ一定レートの伝送システムであった。一方、8K 映像素

材は、格段に所要伝送レートが高くなる。通信路を双方向化することにより、

伝搬環境に応じて最大伝送容量を得られる通信方式に自律的かつ適応的に切

り替えることが可能となり、トータルスループットの向上が期待できる。双方

向化のための複信方式としては、周波数分割複信（FDD）方式と時分割複信（TDD）

方式が挙げられる。複信用の新たなチャネルが不要であること、上り下りの伝

送レートの比率を自在に変更できること、従来の FPU システムと同様に、単方

向かつ一定レートの伝送にも対応できる利点があり、周波数有効利用の観点か

らも、8K 映像素材伝送には TDD 方式が望ましい。 

TDD 方式においては、送受信切替保護時間（ガードタイム）を伝送距離に応

じて適応的に可変させることで長距離伝送でも高い伝送効率を維持できる TDD

技術、移動中継で想定される広いダイナミックレンジ（60 から 70dB 程度を想

定）をもつ受信信号電力に対応できる高度な信号回り込み抑制技術及び AGC（自

動利得制御）技術の開発が課題である。また、映像素材の移動中継においては、

ロードレース等の複数の受信基地局での運用が不可欠であり、高度な TDD 中継
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技術が要求される。このような複数の基地局での受信を想定した TDD 方式での

中継技術はこれまでのハイビジョン（2K）用 FPU では、実現されておらず、実

用化に向けたチャレンジングな課題である。  

また、誤り訂正技術（FEC）のさらなる高度化ならびに誤り訂正技術と自動

再送要求（ARQ）を組み合わせた高効率なHARQ技術を新たに開発するとともに、

スループット・遅延変化に対応するためのデータ伝送技術の開発にも取り組む

必要がある。 

 

イ チャネル選定最適化技術の開発 

 周波数移行後の FPU で使用される周波数帯域である 2.3GHz 帯等は他の FPU

や他の無線システム（レーダー、アマチュア無線など）との共用が前提となっ

ている。互いの干渉を避けながら割り当てられた周波数資源を有効利用するた

め、空きチャネルを検出するスペクトルセンシング技術及び複数の空きチャネ

ルを束ねて利用することで伝送容量を飛躍的に増大させて 8K 映像素材の伝送

を可能にするチャネルアグリゲーション技術に取り組む必要がある。スペクト

ル検出の信頼性を高める手法、通信中であっても空きチャネルを動的に利用す

るための技術及び複数の周波数帯にまたがって無線周波数を利用する技術の

開発が課題である。 

 

ウ 超高圧縮伝送技術の開発 

 8K 映像素材は、これまでの映像素材に比べ格段に情報量（40Gbps～140Gbps

程度）が多くなる。一方、周波数には限りがあり、周波数有効利用の観点から

も、できる限り所要伝送レートを減らすことが望まれる。映像素材は、高画質・

低遅延であることが必要であることから、これまでの圧縮方式（MPEG-4 

AVC/H.264）よりも最大２倍程度の高効率な圧縮方式を用いて、これら条件を

満足するため、8K 映像素材を 100Mbps～200Mbps 程度に圧縮して伝送する技術

を開発する必要がある。また、実用性の観点からは、放送用の中継車等に搭載

可能なサイズと消費電力で装置化できることも重要である。 

 

  到達目標 

ア 伝送容量可変化技術の開発 

（ア）次世代 MIMO-OFDM 技術の開発 

伝搬路の状況に応じて変調方式や送信パラメータ、MIMO 伝送方式や送信電

力配分、送受信アンテナ指向性を適応的に変更することのできる双方向 MIMO

技術を開発し、移動局から受信基地局への上り回線において、最大で従来のハ

イビジョン（2K）用 FPU の 1.5 倍程度の伝送容量の向上を図る。また、伝送路

情報を共有するための最適なフィードバック手法を開発する。 

 

（イ）高効率時分割複信技術の開発 
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8K 映像の移動中継で想定される広いダイナミックレンジ（60 から 70dB 程度

を想定）をもつ受信信号電力に対応できる信号回り込み抑制技術や AGC（自動

利得制御）技術、ロードレース中継など複数の受信基地局での運用を可能にす

る TDD 中継技術を開発する。 

TDD 方式において、ロードレース中継などにおける 10km 程度の長距離伝送で

も伝送効率を下げないように送受信切替保護時間（ガードタイム）を伝送距離

に応じて適応的に可変させる適応制御技術、高度な誤り訂正技術ならびに誤り

訂正技術と自動再送要求を組み合わせた高効率な HARQ 技術を新たに開発する

とともに、スループット・遅延変化に対応するためのデータ伝送技術を開発す

る。 

イ チャネル選定最適化技術の開発 

レーダー、アマチュア無線及び他の FPU などの共用する無線システムの信号

を検出し、互いの干渉を避けながら空きチャネルを推定し、複数のチャネルを

束ねて使用することにより 8K 映像素材を伝送する技術を開発する。 

ウ 超高圧縮伝送技術の開発 

ハイビジョン（2K）に比べて格段に情報量が多くなる 8K 映像を HEVC 符号化

方式によって、これまでの圧縮方式（MPEG-4 AVC/H.264）よりも最大２倍程度

高効率に符号化し、100Mbps～200Mbps 程度に圧縮する技術を開発する。無線伝

送速度を最大限に利用するために、圧縮後のビットレートを可変とすることが

できる可変レート・コーデックを開発する。 

 最終的に上記の技術を用いたシステムにより、既存の FPU システムと比べ、伝

送容量を最大３倍程度向上させる。また、移動中継を想定した実証実験を実際の

伝搬環境で行い、総合特性を評価する。 

 なお、上記の目標を達成するに当たっての年度毎の目標については、以下の例

を想定している。 

（例） 

＜平成２６年度＞ 

ア 伝送容量可変化技術の開発 

（ア）次世代 MIMO-OFDM 技術の開発 

伝搬環境の高精度な推定方法、伝送路情報共有のためのフィードバック手法、

双方向 MIMO に適した OFDM 信号形式や送信電力配分、送受信ビーム制御方式な

どの基礎検討を行い、計算機シミュレーションでその性能ならびに課題の抽出

を行う。 

双方向 MIMO 伝送方式や変調方式、時分割複信方式を評価するための基礎検討

用プラットフォームとしてのデジタル信号処理装置を設計・試作する。 
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（イ）高効率時分割複信技術の開発 

送受信切替保護時間（ガードタイム）を伝送距離・伝搬遅延に応じて適応的

に可変させることのできる TDD 技術、送信信号の回り込みを抑制する技術、広

いダイナミックレンジの受信信号電力に対応する AGC 制御技術を検討し、各技

術の有効性を評価するための装置を試作する。また、高度な誤り訂正技術なら

びに誤り訂正技術にリアルタイム伝送に適した自動再送要求を組み合わせた再

送方式（HARQ 技術）の調査・検討を実施し、ネットワークシミュレータ等で再

送効率、実効スループットならびに伝送遅延量を評価する。 

 

イ チャネル選定最適化技術の開発 

 干渉波としてレーダー、アマチュア無線及び他の FPU などを想定し、それら

の干渉波を検出するアルゴリズムを検討する。計算機シミュレーションによっ

て、検討したアルゴリズムの動作ならびに推定精度を評価する。 

 

ウ 超高圧縮伝送技術の開発 

8K 映像素材を符号化する HEVC 符号化方式のエンコーダならびにデコーダに

ついて計算機シミュレーションを実施し、映像品質をはじめとする符号化性能

を評価する。 

可変レートの符号化アルゴリズムを検討し、計算機シミュレーションを実施

し、そのハードウェア実現性を評価する。 

 

＜平成２７年度＞ 

ア 伝送容量可変化技術の開発 

（ア）次世代 MIMO-OFDM 技術の開発 

伝搬環境に応じた変調方式、送信電力配分や送受信ビームの指向性の適応制

御について、移動環境における双方向 MIMO 伝送に適した方式とパラメータの検

討・設計を行う。設計したアルゴリズムを実験装置に実装してハードウェア動

作の検証、個々の制御方式の評価・検証を行う。 

 

（イ）高効率時分割複信技術の開発 

送信局が広いエリアにわたって移動することを想定した TDD 中継技術を検討

する。広いエリアに配置された複数の基地局から、伝送路状況の良好な基地局

を選択する方式や、経路長の違いを考慮した送信タイミング制御方式を検討し、

検討方式の有効性を評価するための実験装置を試作する。また、誤り訂正技術

にリアルタイム伝送に適した自動再送要求を組み合わせた再送方式（HARQ 技

術）を試作装置に実装し、誤り訂正能力、実効スループットや遅延の影響を評

価する。 
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イ チャネル選定最適化技術の開発 

干渉信号を検出し、利用可能なチャネルの選定を行うための高周波部と信号

処理部を備えた実験装置を試作し、基本動作を評価する。また、利用可能な２

つのチャネルを束ねて伝送レートを２倍に向上させる方式を検討する。 

ウ 超高圧縮伝送技術の開発 

前年度の検討を元に、FPGA（Field-Programmable Gate Array）等の信号処理

デバイスを使った符号化圧縮装置ならびに復号装置を試作・動作評価を行う。

また、圧縮符号化による遅延量の評価を実施し、映像品質と処理遅延量の関係

についても評価を行う。 

＜平成２８年度＞ 

ア 伝送容量可変化技術の開発 

（ア）次世代 MIMO-OFDM 技術の開発 

伝搬環境推定、適応変調、適応電力制御、適応ビーム制御技術を統合した伝

送実験装置を試作し、映像素材伝送システムにおける双方向 MIMO-OFDM 技術の

伝送特性を評価する。 

（イ）高効率時分割複信技術の開発 

上記ア（ア）で検討した双方向 MIMO-OFDM 技術と、前年度までに検討した TDD

技術、TDD 中継技術や再送方式（HARQ 技術）を統合した伝送装置を試作し、フ

ェージングシミュレータを用いた室内測定系で評価する。 

イ チャネル選定最適化技術の開発 

レーダーやアマチュア無線、他の FPU などの干渉がある環境下で、干渉信号

検出の動作ならびに推定精度を評価する。また、利用可能な複数のチャネルを

束ねる方式を検証するための装置を試作し、評価する。 

ウ 超高圧縮伝送技術の開発 

試作した符号化圧縮装置を伝送装置に接続し、伝送装置と接続した場合の基

本動作の検証ならびに可変レート動作の検証を行う。 

＜平成２９年度＞ 

ア 伝送容量可変化技術の開発 

（ア）次世代 MIMO-OFDM 技術の開発 

次世代 MIMO-OFDM 技術と高効率時分割複信技術、チャネルアグリゲーション

技術を統合し、実際の伝搬環境で総合伝送特性を評価する。 

上記実験の結果より、双方向 MIMO-OFDM 各要素技術やシステムのパラメータ

を最適化する。 
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符号化圧縮伝送装置を含めたシステムを次世代映像素材無線伝送システムと

して統合する。ロードレース中継などの実際の移動中継を想定した実証実験を

実施し、8K 映像素材伝送を実証する。 

 

（イ）高効率時分割複信技術の開発 

上記ア（ア）で統合して試作した伝送装置の評価結果を元に、送信タイミン

グ制御方式や再送要求に関するパラメータを見直し、全体の特性の最適化を図

る。また、最適化された伝送装置の評価を実証実験で検証する。 

 

イ チャネル選定最適化技術の開発 

双方向MIMO-OFDM、TDD複信技術により、伝送容量を最大1.5倍程度向上させ、

利用可能な２つのチャネルを束ねるチャネルアグリゲーションにより、最大３

倍の伝送容量を達成する。 

 

ウ 超高圧縮伝送技術の開発 

実無線環境での符号化圧縮伝送装置の動作、可変レート符号化の動作検証な

らびに、符号化性能を評価する。 

 

５．実施期間  

  平成２６年度から２９年度までの４年間  

 

６．その他 

（１）成果の普及展開に向けた取組等 

①国際標準化等への取組 

国際競争力の強化を実現するためには、本研究開発の成果を研究期間中及び

終了後、速やかに関連する国際標準化規格・機関・団体へ提案を実施すること

が重要である。このため、研究開発の進捗に合わせて、国際標準への提案活動

を行うものとする。なお、提案を想定する国際標準規格・機関・団体及び具体

的な標準化活動の計画を策定した上で、提案書に記載すること。 

 

②実用化への取組 

   研究開発期間終了後も引き続き取り組む予定の「本研究開発で確立した技術

の普及啓発活動」及び実用化・製品展開等を実現するために必要な取組を図る

こと。特に、2020 年（平成 32 年）の 8K 本放送開始に向けて、8K 映像伝送を

実現するFPUをオリンピックで使用するために必要な伝送実験や製品展開等の

実用化への取組を行うものとする。なお、その具体的な活動計画・実施方策に

ついては、提案書に記載すること。 

 

（２）提案および研究開発に当たっての留意点 
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提案に当たっては、基本計画書に記されている目標に対する達成度を評価す

ることが可能な具体的な評価項目を設定し、各評価項目に対して可能な限り数

値目標を定めること。また、従来の技術との差異を明確にした上で、技術課題

及び目標達成に向けた研究方法、実施計画及び年度目標について具体的かつ実

効性のある提案を行うこと。 

研究開発の実施に当たっては、関連する要素技術間の調整、成果の取りまと

め方等、研究開発全体の方針について幅広い観点から助言を頂くと共に、実際

の研究開発の進め方について適宜指導を頂くため、学識経験者、有識者等を含

んだ研究開発運営委員会等を開催する等、外部の学識経験者、有識者等を参画

させること。  

なお、本研究開発において実用的な成果を導出するための共同研究体制又は

研究協力体制について、研究計画書の中にできるだけ具体的に記載すること。 
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＜基本計画書＞ 

高信頼・低遅延ネットワークを実現する端末間通信技術の研究開発 

１．目的 

 スマートフォンの普及と大容量セルラシステムや高速 Wi-Fi の導入に伴い、ユーザ

の利用形態が従来の電子メールやウェブブラウジングから、ストリーミングや SNS に

変化している。多くのスマートフォンには GPS 情報の取得機能が搭載されており、ナ

ビゲーションやルート検索サービスに留まらず、近年では、位置情報を用いたサービ

スと SNS、広告配信、e コマースなどを組み合わせたサービスへの注目も高まってい

る。また、端末を保持した車輌や人の衝突防止や、初対面の人同士のコミュニケーシ

ョン支援など、低遅延での接続が必要不可欠なサービスの増加が予想される。こうし

たサービスにおいてユーザ同士が通信を行う場合には、ユーザの端末は近距離に位置

していることが多い。 

 従来のセルラシステムは、ユーザ同士が時間や場所に依らず通信ができることを主

たる目的として構築されたため、通信を行う際に基地局を介する必要がある。しかし、

昨今需要が高まっている近距離ユーザ同士の通信（例えば前述の衝突防止やコミュニ

ケーション支援に加えて、イベント会場などでのユーザ同士のデータ交換や、近隣へ

のリアルタイム広告配信など）を必要とするサービスについては、通信を行う上で基

地局を介することなく、端末間の直接通信によりサービスの実現が可能である。この

ような近距離ユーザ同士で完結する通信トラヒックは、年率 2倍程度で大幅に増える

ことが予想されており、これらのトラヒックを効率良く収容するには端末間通信の導

入が不可欠である。端末間での直接通信を実現すれば、従来のセルラシステムの通信

の一部を端末間通信で代替可能になることに加えて、基地局を介する必要が無いため

遅延の短縮が可能となる。 

 一方で、国際的な標準化動向においては、平成 25 年に入りセルラ系の標準化団体

において安全緊急非常通信用途での端末間通信技術の標準化が開始されているもの

の、数多くのユーザが一般通信用途で様々なサービスを利用することは想定されてい

ない状況にある。 

 こうした背景のもと、基地局と端末の間で通信を行う既存のセルラ通信の周波数の

ひっ迫緩和等により周波数の有効利用に資する、高信頼・低遅延ネットワークを実現

する端末間通信技術の研究開発を実施する。 

２．政策的位置付け 

・世界最先端 IT 国家創造宣言（平成 25 年 6 月 14 日 閣議決定） 

 「Ⅳ. 利活用の裾野拡大を推進するための基盤の強化 ４．研究開発の推進・

研究開発成果との連携」において「世界最高水準の IT 社会を実現し、維持・発

展させるために、情報通信社会の今後の動向を見据えた研究開発を推進する」旨

の記載あり。 
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３．目標 

 既存のセルラシステムと共存して使用される端末間通信において、以下を可能にす

る技術を確立する。また、平成 29 年頃に国際標準策定を目指す。 

 ・都市部における現行のセルラシステム並みのユーザ密度であっても、必要なとき

に、確実に接続ができる高信頼性の獲得 

 ・都市部における現行のセルラシステム並みのユーザ密度のとき、端末が既存のセ

ルラ通信のみを行っているときと比較して、端末間通信と既存のセルラ通信が混在し

ているときの周波数利用効率を 2 倍に増大させる。（端末間通信からセルラ通信が干

渉を受けることによるセルラ通信の容量減も含む） 

 ・遅延にクリティカルなサービスを利用している端末は、遅延時間を 10 ミリ秒以

下に短縮、それ以外の端末は現行のセルラシステムと同等以上の通信速度（スループ

ット）（例えば「写真の授受や狭帯域動画通信が可能な伝送速度」）を達成する。 

４．研究開発内容  

(1) 概要  

 本研究開発では、既存のセルラ通信と周波数資源を共用する端末間（D2D:Device to 

Device）通信を対象とし、高信頼性、高い周波数利用効率及び低遅延での情報伝送を

実現するための技術課題解決に向け、D2D 通信対象端末検出技術、D2D 通信干渉回避

技術、D2D 通信管理技術を開発する。 

(2) 技術課題および到達目標 

技術課題 

ア D2D 通信対象端末検出技術の開発 

 D2D通信を行う際に通信可能な端末をD2D通信端末が単独で検出するためには、

全ての D2D 通信端末が通信相手の検出信号を発射する必要がある。しかし、D2D

通信対応端末が多数存在する環境において、それぞれの端末が検出信号の送受信

を行うと、信号の衝突等により周波数利用効率の劣化が生じるおそれがある。 

イ D2D 通信干渉回避技術の開発 

 既存のセルラ通信に使用されているリソースと D2D通信に使用するリソースを

予め別に設定すると、互いの干渉は発生しにくいが、他方で既存セルラ通信に割

当て可能なリソースが減少し、総合的に周波数利用効率が劣化してしまう。その

ため、高い周波数利用効率を実現するためには、既存のセルラ通信と D2D通信で、

使用するリソースを共用する必要があるが、リソースを共用すると干渉が発生す

るおそれがある。 

ウ D2D 通信管理技術の開発 
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 一般通信用途のサービスで D2D 通信を実現するためには、移動による端末間距

離の変化時、都市部やイベント会場等の端末密集時・トラヒック混雑時等、D2D

通信が困難と思われる通信環境においても通信の途絶が発生せず、確実な通信を

実現することが課題となる。また、低遅延での D2D 通信を実現するため、再送回

数を少なくする制御手法の開発が課題となる。 

 

 

 

  到達目標 

ア D2D 通信対象端末検出技術の開発 

 D2D 通信端末が多数存在する環境下においても周波数利用効率の劣化が生じな

いようにするため、基地局から提供される補助的な情報等、ネットワーク制御の

一部を利用した端末検出技術を開発する。 

 

イ D2D 通信干渉回避技術の開発 

 セルラ通信と D2D通信のリソース共用による周波数利用効率の低下回避と干渉

回避の両立を実現するため、以下の項目について開発を行う。 

(a) 周波数を共用する端末の組合せ選択手法及び組合せの選択に必要な情報の

取得方法 

(b) 同一セル内外における通信について条件ごとに個別検討を行い、干渉による

周波数利用効率の劣化を抑制する基地局制御による無線リソース割当手法 

(c) (a)(b)の検討結果を用いた動的制御手法 

  

ウ D2D 通信管理技術の開発 

 端末の移動に伴う通信断の回避、端末密集時やトラヒック混雑時における D2D

通信及び低遅延通信を実現するため、以下の項目について開発を行う。なお、本

管理技術は想定するサービスに応じた性能が得られるものとする（遅延にクリテ

ィカルなサービスでは遅延時間 10ms 以下、それ以外のサービスでは現行のセル

ラシステムと同等以上の通信速度を達成する）。 

(a) 端末の移動に伴う通信断を回避する通信管理手法及び端末密集時やトラヒ

ック混雑時における端末間通信を実現する管理手法 

(b) 低遅延通信の実現に向け、送受信処理時間を短縮するための信号処理の簡易

化技術、基地局による負荷の少ないリソース管理の制御手法、再送が発生しにく

い変調方式及び符号化方式 

(c) D2D 通信を行うユーザ端末の移動管理技術、具体的には基地局の負荷状況に

応じて D2D 通信とセルラ通信の切替えタイミングを制御する手法や、データ送受

信時間短縮技術 

 

 なお、上記の目標を達成するにあたっての年度毎の目標については、以下を想定し



 4

ている。 

 

＜平成２６年度＞ 

ア D2D 通信対象端末検出技術の開発 

・技術課題の基本検討 

・検討結果の機能評価ソフトへの実装、及び評価 

・端末間通信統合評価システムの試作 

・標準化活動（セルラ系標準化団体を想定） 

 

イ D2D 通信干渉回避技術の開発 

・技術課題の基本検討 

・検討結果の機能評価ソフトへの実装、及び評価 

・端末間通信統合評価システムの試作 

・標準化活動（セルラ系標準化団体を想定） 

 

   

ウ D2D 通信管理技術の開発 

・技術課題の基本検討 

・検討結果の機能評価ソフトへの実装、及び評価 

・端末間通信統合評価システムの試作 

・標準化活動（セルラ系標準化団体を想定） 

 

＜平成２７年度＞ 

ア D2D 通信対象端末検出技術の開発 

・端末間通信統合評価システムでの初期評価 

・端末間通信統合評価システムの機能拡張   

・標準化活動（セルラ系標準化団体を想定） 

 

イ D2D 通信干渉回避技術の開発 

・端末間通信統合評価システムでの初期評価 

・端末間通信統合評価システムの機能拡張   

・標準化活動（セルラ系標準化団体を想定） 

   

ウ D2D 通信管理技術の開発 

・端末間通信統合評価システムでの初期評価 

・端末間通信統合評価システムの機能拡張   

・標準化活動（セルラ系標準化団体を想定） 

 

＜平成２８年度＞ 
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ア D2D 通信対象端末検出技術の開発 

・端末間通信統合評価システムの改修 

・端末間通信統合評価システムでの総合評価 

・標準化活動（セルラ系標準化団体を想定） 

イ D2D 通信干渉回避技術の開発 

・端末間通信統合評価システムの改修 

・端末間通信統合評価システムでの総合評価 

・標準化活動（セルラ系標準化団体を想定） 

ウ D2D 通信管理技術の開発 

・端末間通信統合評価システムの改修 

・端末間通信統合評価システムでの総合評価 

・標準化活動（セルラ系標準化団体を想定） 

５．実施期間  

平成２６年度から２８年度までの３年間  

６．その他 

（１）成果の普及展開に向けた取組等 

①国際標準化等への取組

国際競争力の強化を実現するためには、本研究開発の成果を研究期間中及び

終了後、速やかに関連する国際標準化規格・機関・団体へ提案を実施すること

が重要である。このため、研究開発の進捗に合わせて、国際標準への提案活動

を行うものとする。なお、提案を想定する国際標準規格・機関・団体及び具体

的な標準化活動の計画を策定した上で、提案書に記載すること。 

②実用化への取組

研究開発期間終了後も引き続き取り組む予定の「本研究開発で確立した技術

の普及啓発活動」及び平成３３年度までの実用化・製品展開等を実現するため

に必要な取組を図ることとし、その活動計画・実施方策については、提案書に

必ず具体的に記載すること。 

（２）提案および研究開発に当たっての留意点 

提案に当たっては、基本計画書に記されている目標に対する達成度を評価す

ることが可能な具体的な評価項目を設定し、各評価項目に対して可能な限り数

値目標を定めること。また、従来の技術との差異を明確にした上で、技術課題

及び目標達成に向けた研究方法、実施計画及び年度目標について具体的かつ実

効性のある提案を行うこと。 
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研究開発の実施に当たっては、関連する要素技術間の調整、成果の取りまと

め方等、研究開発全体の方針について幅広い観点から助言を頂くと共に、実際

の研究開発の進め方について適宜指導を頂くため、学識経験者、有識者等を含

んだ研究開発運営委員会等を開催する等、外部の学識経験者、有識者等を参画

させること。  

なお、本研究開発において実用的な成果を導出するための共同研究体制又は

研究協力体制について、研究計画書の中にできるだけ具体的に記載すること。 



1

＜基本計画書＞ 

140GHz 帯高精度レーダーの研究開発 

１．目的 

ミリ波レーダーは、車の衝突回避等を目的とする ITS（高度道路交通システム）

用途で実用化されているのみならず、物流や検査、建設機器、災害対応等の産業分

野でも、比較的近い距離を走査して車両や機械の自動化を実現する「高精度センサ」

としての期待が高い。特に、ロボットや無人建機等が安全に自律的に稼働するため

には、周囲の状況を高精度に把握する必要がある。具体的には、水蒸気や粉塵の中

でも作業者や落下物等を検知可能な分解能 10cm 以下の高精度な 3 次元測位が必要

であり、ミリ波帯を利用した従来よりも高解像度なレーダーが望まれている。 

しかし、高い分解能と高精度な 3次元測位を可能とするレーダーシステムを、ロ

ボット等に実装可能な小型なモジュールで実現するためには、数 GHz 超の帯域幅と

100GHz 超のミリ波帯におけるレーダー技術の確立が不可欠である。既に欧州では、

高ミリ波レーダーの方式やデバイス技術の開発に取り組む研究開発プロジェクト

が実施されており、国際競争力確保のためにも、新たな周波数帯域におけるレーダ

ー技術開発が急務である。 

そこで、将来の広帯域活用が期待される高ミリ波の 140GHz 帯を用いた高精度レ

ーダー技術を確立し、社会要請が強まっている安全支援システムにおいて実用化す

ることで、国際競争力の強化に資するとともに、高い周波数の利用を促進する。 

２．政策的位置付け 

・世界最先端 IT 国家創造宣言（平成 25 年 6 月 14 日 閣議決定） 

「Ⅳ. 利活用の裾野拡大を推進するための基盤の強化 ４．研究開発の推進・

研究開発成果との連携」において「世界最高水準の IT 社会を実現し、維持・発

展させるために、情報通信社会の今後の動向を見据えた研究開発を推進する」旨

の記載あり。 

・電波有効利用の促進に関する検討会報告書（平成 24 年 12 月） 

「第１章 電波利用環境の変化に応じた規律の柔軟な見直し １．電波有効利用

を促進する柔軟な無線局の運用（３）周波数再編の加速 ②電波有効利用技術

の活用」において、電波の有効利用を一層推進する観点から、新たなニーズに

対応した無線技術をタイムリーに実現することが必要である旨の記載あり。 

３．目標 

 10m 以下の近距離において人体よりも小さな対象物（10cm 以下の物体）の高精度

な３次元走査を可能とする 140GHz 帯レーダーシステムを実現する。 
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４．研究開発内容  

(1) 概要  

  高精度な 3 次元走査を可能とする 140GHz 帯レーダーシステムの実現に向け、高

速 3次元走査レーダー技術、マルチレーダー統合検知技術の開発及び広帯域レーダ

ー信号処理技術の開発を行う。 

 

(2) 技術課題および到達目標 

  技術課題 

ア 高速 3次元走査レーダー技術の開発 

現在のミリ波レーダーは、主に、数十 m 以上先の対象物を距離と水平方向の

2 次元走査で検知している。しかし、高精度センサとして 10m 以下の近距離で

検知対象物を特定する用途では、垂直方向を加えた３次元の走査を実現する必

要がある。また、様々な機器の自動化を実現するためには、レーダー走査に係

る処理時間への要求が厳しいことから高速な電子走査が必須となる。 

 

イ マルチレーダー統合検知技術の開発 

  従来のミリ波レーダー技術では、反射波の信号強度より反射物体の大きさを

推定する方法を用いて検知対象物を特定することが一般的である。しかし、レ

ーダーの近傍ではアンテナビームが対象物の一部だけにしか照射できないた

め、反射強度が物体の大きさに依存しなくなる。したがって、近距離において

対象物を分離して検知するためには、空間解像度を高めて物体の形状をイメー

ジングする必要がある。例えば、距離 5m 程度の近傍において 10cm 以下の空間

解像度を得るためには、縦横それぞれ精度 1 度以下の角度推定が必要となる。 

 

ウ 広帯域レーダー信号処理技術の開発 

  実用化されているミリ波レーダーユニットは、アンテナと RF 回路の実装基

板、信号処理部や電源回路及び筐体のレドムやコネクタ等で構成されている。

近距離を検知するセンサデバイスは、高精度な 3次元走査だけでなく設置の容

易性が必須要件であり、デバイスの大きさを既存の車載カメラ以下で超音波セ

ンサ等と同等の 10mm 角程度にすることが求められる。 

 

  到達目標 

ア 高速 3次元走査レーダー技術の開発 

3 次元の空間領域で地物等の強反射を抑圧しつつ対象物を検出するため、距

離・水平方向・垂直方向の高速な電子走査を実現する送受信マルチビーム化の

ための送受信アンテナ走査方式の開発を行う。具体的には、ミリ波帯への適用

が難しい MIMO 技術を活用した MIMO レーダー時空間信号処理技術を開発する。

また、複数搬送波のレーダー変調波で広帯域チャネルを構成する技術を開発す

ることにより、至近距離から 10m 程度の検知範囲を確保し、10cm 以下の高い距
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離分解能を実現する。 

 

イ マルチレーダー統合検知技術の開発 

高速走査ではあるが単体では空間解像度が粗い 3 次元走査レーダーを複数配

置し、これらのレーダーからの信号を組み合わせることによる超分解能イメー

ジングによって電波画像の解像度を向上させるマルチレーダー統合化技術と、

レーダーが搭載される機械の移動等を利用する合成開口の効果を加えることで

角度分解能を高めるドップライメージング処理技術を開発することにより、距

離 5m 程度の近傍において 10cm 以下の空間解像度を実現する。 

 

ウ 広帯域レーダー信号処理技術の開発 

140GHz 帯で電子走査を可能にするアレイアンテナと RF 回路の一体実装を指

向した 140GHz 帯レーダー送受信回路技術を開発する。具体的には、レーダー変

調波を 140GHz 帯に周波数変換する送信部と対象物からの反射波をベースバン

ド信号に周波数変換する受信部などを集積化したトランシーバー回路技術を開

発する。また、高距離分解能を実現するレーダー方式開発として、圧縮サンプ

リング等の広帯域なベースバンド信号を効率的に処理する広帯域マルチキャリ

ア信号処理技術を開発する。 

 

（例） 

＜平成２６年度＞ 

ア 高速 3次元走査レーダー技術の開発 

 ・シミュレーションによる時空間信号処理方式の開発と、試作装置開発による

ミリ波 MIMO レーダーとしての原理検証 

 

イ マルチレーダー統合検知技術の開発 

 ・検知対象物の散乱断面積等に関する実験データの取得と、マルチレーダーの

統合により高い空間解像度を実現するためのシステムアーキテクチャ設計 

 

ウ 広帯域レーダー信号処理技術の開発 

 ・140GHz 帯集積回路設計の設計モデル開発、広帯域信号処理の要素回路設計と

チップ試作評価 

 

＜平成２７年度＞ 

ア 高速 3次元走査レーダー技術の開発 

 ・広帯域マルチキャリアレーダー方式の開発、ミリ波帯の試作装置開発により

10cm 以下の距離分解能を達成 

 

イ マルチレーダー統合検知技術の開発 
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・マルチレーダー統合による超分解能イメージングのアルゴリズムを開発し、

電波画像の高解像度化を実証 

ウ 広帯域レーダー信号処理技術の開発 

・140GHz 帯の要素回路及び広帯域信号処理回路の開発設計と、チップ試作に

よる技術実証 

＜平成２８年度＞ 

ア 高速 3次元走査レーダー技術の開発 

・時空間信号処理方式と広帯域マルチキャリアレーダー方式を用いた高速 3次

元走査技術として、140GHz 帯の高精度 MIMO レーダー技術を実証 

イ マルチレーダー統合検知技術の開発 

・ドップライメージング処理を含むマルチレーダー統合化技術を開発し、角度

推定精度 1度以下の高空間解像度を達成 

ウ 広帯域レーダー信号処理技術の開発 

・MIMO レーダーに対応した 140GHz 帯トランシーバー回路及びマルチキャリア

レーダーに対応した広帯域信号処理回路の開発設計とチップ試作による回

路技術の実証 

５．実施期間  

平成２６年度から２８年度までの３年間 

６．その他 

（１）成果の普及展開に向けた取組等 

①国際標準化等への取組

国際競争力の強化を実現するためには、本研究開発の成果を研究期間中及び

終了後、速やかに関連する国際標準化規格・機関・団体へ提案を実施すること

が重要である。このため、研究開発の進捗に合わせて、国際標準への提案活動

を行うものとする。なお、提案を想定する国際標準規格・機関・団体及び具体

的な標準化活動の計画を策定した上で、提案書に記載すること。 

②実用化への取組

研究開発期間終了後も引き続き取り組む予定の「本研究開発で確立した技術

の普及啓発活動」及び平成３２年度までの実用化・製品展開等を実現するため

に必要な取組を図ることとし、その活動計画・実施方策については、提案書に

必ず具体的に記載すること。 
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（２）提案および研究開発に当たっての留意点 

提案に当たっては、基本計画書に記されている目標に対する達成度を評価す

ることが可能な具体的な評価項目を設定し、各評価項目に対して可能な限り数

値目標を定めること。また、従来の技術との差異を明確にした上で、技術課題

及び目標達成に向けた研究方法、実施計画及び年度目標について具体的かつ実

効性のある提案を行うこと。 

研究開発の実施に当たっては、関連する要素技術間の調整、成果の取りまと

め方等、研究開発全体の方針について幅広い観点から助言を頂くと共に、実際

の研究開発の進め方について適宜指導を頂くため、学識経験者、有識者等を含

んだ研究開発運営委員会等を開催する等、外部の学識経験者、有識者等を参画

させること。  

なお、本研究開発において実用的な成果を導出するための共同研究体制又は

研究協力体制について、研究計画書の中にできるだけ具体的に記載すること。 
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＜基本計画書＞ 

狭帯域・遠近両用高分解能小型レーダー技術の研究開発 

１．目的 

 ミリ波レーダーは、自動車の衝突回避等を目的とする ITS（高度道路交通システ

ム）用途での実用化に加え、踏切安全監視・交差点周辺監視や車両前方および周辺

監視による衝突被害回避を目的とした次世代車載レーダー、更には、物流検査や建

設機器等の産業分野における様々な用途への導入検討が加速している。 

 ミリ波レーダーは、車の衝突回避等を目的とする ITS（高度道路交通システム）

用途で実用化されているのみならず、物流や検査、建設機器、災害対応等の産業分

野への応用の期待が高い。 

特に、踏切安全監視・交差点周辺監視や車両前方および周辺監視による現在より

も高度な衝突被害回避等の用途への導入にあたっては、人物の分離検知を可能とす

る高分解能性が求められるため、広帯域を利用したレーダー技術の研究開発が活発

に行われている。しかしながら、広帯域を利用すれば内部雑音が増加し、その状況

で検知距離性能を高めるためには高い送信ピーク電力が必要となり、対応するハー

ドウェアの高コスト化や干渉の問題を招く恐れがある。また、既存の方式では、複

雑な電波環境での多目標対処能力や遠近を両立可能とする能力に課題があり、新し

い変復調方式に基づくミリ波レーダーシステム（７９GHｚ等）の開発が必要となっ

ている。さらに、道路交通や鉄道の安全監視システム等の実シーンにレーダーを適

用する場合、多数の不要反射波環境の中で多数の人や車を検知する必要がある。 

このため、本研究開発では、電波の往復時間のみでなく送信周波数間の位相差計

測と複合した新たな変復調技術や時空間信号処理技術を開発することで、狭帯域・

遠近両用高分解能小型レーダーを確立し、周波数資源のより一層の有効活用に資す

ることを目的とする。 

２．政策的位置付け 

・世界最先端 IT 国家創造宣言（平成 25 年 6 月 14 日 閣議決定） 

「Ⅳ. 利活用の裾野拡大を推進するための基盤の強化 ４．研究開発の推進・

研究開発成果との連携」において「世界最高水準の IT 社会を実現し、維持・発

展させるために、情報通信社会の今後の動向を見据えた研究開発を推進する」旨

の記載あり。 

・電波有効利用の促進に関する検討会報告書（平成 24 年 12 月） 

「第１章 電波利用環境の変化に応じた規律の柔軟な見直し １．電波有効利用

を促進する柔軟な無線局の運用（３）周波数再編の加速 ②電波有効利用技術

の活用」において、電波の有効利用を一層推進する観点から、新たなニーズに

対応した無線技術をタイムリーに実現することが必要である旨の記載あり。 



 2

 

３．目標 

  レーダーでは、狭帯域化することで分解能が反比例して悪化する。一方で最大検

知距離は電波の往復伝搬損失から比例して延伸するわけではなく微小な遠距離化

にとどまる。したがって狭帯域にて最大検知距離と距離分解能の比を向上させるこ

とは難しい技術課題である。本研究開発では、従来手法（パルス圧縮レーダー）に

比べ半分以下の占有帯域幅で、送信ピーク電力と観測時間を同等にした従来の手法

と同等の最大検知距離と距離分解能の比を得ることが可能で、１ｍ～数十ｍの距離

の物体を検知可能な狭帯域・遠近両用高分解用レーダーシステムを実現し、さらに

その小型化技術を開発する。 

 

４．研究開発内容  

(1) 概要  

  狭帯域・遠近両用高分解能小型レーダーシステムの実現に向け、ア．狭帯域・遠

近両用高分解能レーダー変復調技術、イ．時空間信号処理技術、ウ．小型レーダー

モジュール技術の開発を行う。 

 

(2) 技術課題および到達目標 

  技術課題 

ア 狭帯域・遠近両用高分解能レーダー変復調技術の開発 

  高分解能を得るためには広帯域信号の送受信が必要であるが、広帯域化する

ことで受信機雑音が増加し検知距離が減少してしまうという課題がある。この

ため、人物の分離検知を可能とする高い分解能と遠距離性の両立を狭帯域にて

実現する新たな変復調方式を開発する必要がある。 

   

イ 時空間信号処理技術の開発 

  高分解能レーダーでは、人や車といった検知対象目標のみならず地面や側方

構造物からの反射による静止不要反射波であるクラッタ（Clutter）や他レー

ダーからの直接波である干渉波などの各種不要波が多数計測される。このよう

な複雑な電波環境に対応するため、不要波抑圧性能をより強固なものとする必

要がある。 

  また、検知対象の目標をより高信頼性にて検知可能とするためには、多数の

検知目標が発生した状況でも対応可能な目標追尾技術の開発が必要となる。 

さらに、レーダーを車載センサや踏切内の監視センサに適用する場合、自動

で目標を検知できることに加え、検知される目標（自動車、人物、自転車、小

動物等）を識別できるようにする必要がある。 

 

ウ 小型レーダーモジュール技術の開発 

    逓倍方式で生成されたローカル信号及びRF信号には多数の不要波が混在し、
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目標物の検知が困難となる可能性がある。このことから、デバイスでの不要波

抑圧に加え、ミリ波モジュール上で不要波抑圧を図り、外部への不要波放射を

抑える必要がある。 

また、レーダーシステムの汎用性、普及性を考慮すると 79GHz 帯等での RF/IF

部の集積化技術が必要である。 

到達目標 

ア 狭帯域高分解能遠近両用レーダー変復調技術の開発 

 送信ピーク電力を同等にした従来手法（パルス圧縮レーダー）に比べ、半

分以下の占有帯域幅で、従来と同等の最大検知距離と距離分解能の比を実現

するため、以下の変復調技術を開発する。 

① 多周波ステップ CPC 方式

時間差でなく、位相差を使った新しい測距原理による変復調方式であり、

送信周波数を時分割で切り替え、かつそれらを繰り返す送信シーケンスを用

いることにより、狭い受信機帯域幅にて遠距離性を確保しつつ高距離分解能

化する。 

② PC-HPRF(Phase Coded High Pulse Repetition frequency)方式

パルス間周期符号（PC）化したインパルスを短い送信間隔（HPRF）で用い

る変復調方式であり、インパルスによる高距離分解能を備え、パルス間のコ

ヒーレントな積分処理により高い積分利得を得ることにより遠距離性を確保

する。 

イ 時空間信号処理技術の開発 

不要波抑圧技術として、アレーアンテナを備えるレーダーにより計測され

た実データを解析し各種環境でのクラッタの特性を研究・把握した上で、ア

レーアンテナによる時空間信号処理アルゴリズムを開発する。具体的には、

見通しのよい道路や市街地等、各種道路環境にて実時間動作可能な高分解能

遠近両用レーダー信号処理装置で計測した時空間不要波信号の基礎特性を評

価し、多周波ステップ CPC 方式に適合したアルゴリズムを開発することで、

パルスドップラフィルタとビームフォーミングを組み合わせた従来法に比べ、

信号対不要波比が 5dB 以上改善されることをシミュレーションにより検証す

る。 

また、検知されたデータの時間方向の相関性から、将来位置の予測を行う

目標追尾技術を開発する。具体的には、実時間動作可能な高分解能遠近両用

レーダー信号処理装置の出力である目標検知データを基に 10 反射物（移動お

よび静止物）以上の同時追尾を実時間の処理で実現可能とする。 

また、自動検知前のレーダーの生の波形から目標の有無を自動判断して検

知し、目標識別に適した特徴量を判定し、目標が何であるのかを認識する目
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標認識技術を開発する。具体的には、レーダーの生波形から特徴量を抽出す

ることで、車、人、自転車を分離する基礎技術を確立し、人と車の分離成功

確率 80%以上を目標とする。 

ウ 小型レーダーモジュール技術の開発 

ミリ波モジュール上で不要波抑圧を図り、外部への不要波放射を抑える狭

帯域バンドパスフィルタを実現するとともに、ミリ波レーダーについて、狭

帯域バンドパスフィルタ及び上記技術課題ア、イで開発した技術を集積回路

に実装する技術を確立し、レーダーモジュールを開発試作する。 

 なお、上記の目標を達成するに当たっての年度毎の目標については、以下の例

を想定している。 

＜平成２６年度＞ 

ア 高分解能遠近両用レーダー変復調技術の開発 

 レーダー実験装置を用いて、高分解能遠近両用レーダー信号処理装置の基本

設計に必要な技術の開発を実施。 

イ 時空間信号処理技術の開発 

 実環境でデータを取得し、車載環境における時空間データの基本特性につい

て解析。 

ウ 小型レーダーモジュール技術の開発 

アンテナ／RF 素子の性能評価、各種定量化ならびに設計手法を確立。 

＜平成２７年度＞ 

ア 高分解能遠近両用レーダー変復調技術の開発 

高分解能遠近両用レーダー信号処理装置及び試験装置を製造。 

イ 時空間信号処理技術の開発 

解析結果に基づき時空間信号処理アルゴリズムを開発。 

ウ 小型レーダーモジュール技術の開発 

 アンテナユニット、RF モジュール、IF 回路、および I/F 部からなる、本研

究開発の技術を搭載したレーダジュールを開発。 

＜平成２８年度＞ 

ア 高分解能遠近両用レーダー変復調技術の開発 

高分解能遠近両用レーダー信号処理装置を用いて、高分解能かつ遠近両用特
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性について評価検証し、到達目標を達成していることを確認。 

イ 時空間信号処理技術の開発 

 高分解能遠近両用レーダーでの計測データ、およびシミュレーションにより

時空間信号処理の評価検証を行い、到達目標を達成していることを確認。 

ウ 小型レーダーモジュール技術の開発 

開発した小型レーダーモジュールを、上記ア．の高分解能遠近両用レーダー

信号処理装置と連接させ、高分解能かつ遠近両用特性に関する到達目標を達成

可能であることを実環境にて評価検証し、到達目標を達成していることを確認。 

５．実施期間  

平成２６年度から２８年度までの３年間  

６．その他 

（１）成果の普及展開に向けた取組等 

①国際標準化等への取組

国際競争力の強化を実現するためには、本研究開発の成果を研究期間中及び

終了後、速やかに関連する国際標準化規格・機関・団体へ提案を実施すること

が重要である。このため、研究開発の進捗に合わせて、国際標準への提案活動

を行うものとする。なお、提案を想定する国際標準規格・機関・団体及び具体

的な標準化活動の計画を策定した上で、提案書に記載すること。 

②実用化への取組

研究開発期間終了後も引き続き取り組む予定の「本研究開発で確立した技術

の普及啓発活動」及び平成３３年度までの実用化・製品展開等を実現するため

に必要な取組を図ることとし、その活動計画・実施方策については、提案書に

必ず具体的に記載すること。 

（２）提案および研究開発に当たっての留意点 

提案に当たっては、基本計画書に記されている目標に対する達成度を評価す

ることが可能な具体的な評価項目を設定し、各評価項目に対して可能な限り数

値目標を定めること。また、従来の技術との差異を明確にした上で、技術課題

及び目標達成に向けた研究方法、実施計画及び年度目標について具体的かつ実

効性のある提案を行うこと。 

研究開発の実施に当たっては、関連する要素技術間の調整、成果の取りまと

め方等、研究開発全体の方針について幅広い観点から助言を頂くと共に、実際

の研究開発の進め方について適宜指導を頂くため、学識経験者、有識者等を含

んだ研究開発運営委員会等を開催する等、外部の学識経験者、有識者等を参画
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させること。  

なお、本研究開発において実用的な成果を導出するための共同研究体制又は

研究協力体制について、研究計画書の中にできるだけ具体的に記載すること。 



1

＜基本計画書＞ 

ミリ波帯による高速移動用バックホール技術の研究開発 

１．目的 

 現行の新幹線や、建設が進められているリニアモーターカーは移動速度が～

500km/h と大きく、また、1000 人程度の乗客が一列車に集中することから、公衆

網を利用した既存の移動体通信システムでは、乗客が満足する回線速度を実現す

る事は困難な状態にある。今後、スマートフォンやクラウドコンピューティング

が社会基盤として益々重要性を増してくるため、高速鉄道の中でも安定したブロ

ードバンド環境の供給は必須である。 

また、高速鉄道上で Gbps 級の高速通信を実現するためには、マイクロ波帯に

比較して広帯域な周波数割り当てが行われているミリ波帯の利用を検討するべ

きであるが、一方で周波数が高い分、伝搬減衰が大きくなるためミリ波帯だけで

中・長距離の通信システムを構成するのは現実性に欠ける。 

これらの状況を受け、高速鉄道が一定の軌道の上を移動するという点を利用し、

軌道に沿って敷設した既存の光ファイバ網と、指向性・広帯域性に優れたミリ波

帯の電波資源を組み合わせる事により、高速移動体に向けたブロードバンド接続

手段を実現するための基盤技術を確立し、周波数ひっ迫緩和と高い周波数の利用

を促進する。 

２．政策的位置付け 

・日本再興戦略（平成 25 年 6 月 14 日閣議決定） 

「４．④世界最高レベルの通信インフラの整備」において「圧倒的に速く、限

りなく安く、多様なサービスを提供可能でオープンな通信インフラを有線・無線

の両面で我が国に整備することで、そのインフラを利用するあらゆる産業の競争

力強化を図る」旨の記載あり。 

・世界最先端 IT 国家創造宣言（平成 25 年 6 月 閣議決定） 

Ⅳ 利活用の裾野拡大を推進するための基盤の強化 

４．研究開発の推進・研究開発成果との連携 

上記項目において、世界最高水準の IT 社会を実現し、維持・発展させるために、

情報通信社会の今後の動向を見据えた研究開発を推進することが必要であると

記載されている。 

・ 電波有効利用の促進に関する検討会報告書（平成 24 年 12 月） 

第１章 電波利用環境の変化に応じた規律の柔軟な見直し 
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１．電波有効利用を促進する柔軟な無線局の運用 

（３）周波数再編の加速 

②電波有効利用技術の活用 

上記項目において、電波の有効利用を一層推進する観点から、新たなニーズに対

応した無線技術をタイムリーに実現することが必要であると記載されている。 

 

３．目標 

90GHz 帯等の複数のミリ波帯による高速移動用バックホール技術を確立し、移

動速度 200km 以上の列車内に対し 1Gbps 伝送環境を実現する。また、時速 500km

で走行するリニアモーターカーに対しても、200km/h 速度域での走行実験の結果

やシミュレーションから 1Gbps 伝送環境の実現可能性を検討する。 

   さらに、本研究課題で創出される技術成果を基に、IEC 等の国際標準規格への

提案を行い、システムの国際的な普及の観点から APT などアジア域内の国際標準 

  化組織でも開発技術の紹介を積極的に行う。 

 

４．研究開発内容  

(1) 概要  

  新幹線等の高速移動体に向けたブロードバンド接続手段実現の為に、以下の課題

(ア)(イ)(ウ)に関する基盤技術開発を行う。具体的には 

（ア）90GHz 帯等の複数のミリ波帯と光ファイバを利用した分布アンテナシステム

を組み合わせた無線伝送技術 （イ）分布アンテナシステムに適した RoF 技術、光

信号・ミリ波信号の切り替え技術 (ウ) 鉄道システムに適用するためのシステム

統合技術及び鉄道環境試験技術に関して研究開発を実施する。 

 

(2) 技術課題および到達目標 

  技術課題 

ア 高速移動用バックホール実現のための無線技術の開発 

 高速移動用バックホール実現のためのデジタル無線通信の信号は、ギガビット

／秒クラスの転送速度であるため、その変調信号の占有帯域幅は従来の通信方式

に比較して極めて広大なものである。また、キャリア周波数が非常に高く波長の

短い 90GHz 帯の信号を取り扱う必要がある。これらの特性から、精度を維持しな

がら通信の品質を担保することはきわめて困難である。ここでは従来の LTE 等で

は達成できない 1Gbps 以上の速度を扱える運用機器としての無線設備を高精度

に構築すると共に、機器性能の確認や伝搬特性の確認を行うためベースバンドＩ

Ｑ／中間周波数／90GHz 間の周波数変換を行う専用の周波数変換システムの開

発が必要となる。 

また、高速移動体を対象としつつも高ビットレートのデータ伝送することによ

り、従来のハンドオーバー技術では時間オーバーヘッドの増大や装置コストの大

幅な増大を招くことから、新たなアクセス制御方法の構築が必要である。 
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イ 高速移動用バックホール実現のための RoF 技術の開発 

 中央局舎で発生させた多チャンネル高速光信号を、光ファイバネットワークを

介して線路側装置に分配した後、効率的にミリ波帯電波信号(以下、ミリ波信号)

へ変換するためには、光領域での高度な変復調をシステム要求仕様にあわせて実

現することが課題になる。また、線路側装置への配信光信号を適応的に切り替え、

光信号・ミリ波信号を効率的に変換するためには、光チャンネル切り替え技術・

相互変換技術等の要素技術のみならず、光信号配信方式の検討も必要になる。さ

らに、線路側装置から中央局舎への上り信号系では装置の小型化に加え、環境負

荷の小さい要素技術および装置の実現が課題となる。 

ウ 高速鉄道環境でのシステム統合技術及び鉄道環境試験技術の開発 

地上と 200km/h 以上の速度で走行する列車との間で Gbps オーダーの大容量の

データ伝送を行うシステムの設計・開発を進めるうえで、地上～移動体間の電波

伝搬特性（減衰特性、フェージング、遅延プロファイル等）と、無線伝送品質（ビ

ット誤り率、フレーム損失率、伝送遅延等）を把握する必要があるが、これまで

90GHz 帯における対移動体電波伝搬特性や伝送品質を鉄道環境で実測した例は無

い。また、対列車通信システムのサービスエリアは、線路幅方向が十数 m程度で

あるのに対して線路方向には数十 km～数百 km と極端に細長いため、多数の地上

局が線状に並ぶ形態となり、移動局を追跡して確実に接続するためのネットワー

ク制御技術が必要である。さらに、今後の携帯電話・スマートフォンの進展を考

えると、列車内でも 60GHz 帯等のミリ波帯を使用した乗客への情報伝送も普及す

ると考えられる。列車内空間におけるミリ波の電波伝搬に関しては未だ本格的な

検討が行われていないのが現実であるため、実利用状態でのミリ波の伝搬現象を

把握することも必要となる。 
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  到達目標 

ア 高速移動用バックホール実現のための無線技術の開発 

鉄道環境で安定的な通信を可能にするアンテナ・送受信機、及びそれらの信号

品質を評価するシステムを開発する。鉄道環境固有の耐振動性、耐候性を満足す

るハードウェア要件や設置条件を明確にし、試作するハードウェアに適用する。

下記の研究課題①RF・BB 回路の研究と①の成果を評価するための②伝送品質評価

技術の研究、更には③移動アクセス制御方式の三研究課題を組み合わせる事で、

高速鉄道に適した柔軟なネットワーク構成を実現するための基本技術を開発す

る。 

 

① 車載無線装置・線路側無線装置用の RF・BB 回路部の研究 

高速移動体と基地局間の安定な無線接続を実現するためのアンテナを含む

RF 回路部を開発する。車載側の無線装置では 1Gbps の高速伝送に適した BB 回

路部を実現する。また、線路側の装置では課題イで実現される光ネットワーク

からの信号との I/F を実現する。車載側線路装置、線路側線路装置共に、現実

の使用条件に耐える環境性能や設置条件についても検討し基本技術を確立す

る。 

 

② 車載無線装置・線路側無線装置用の伝送品質評価技術の研究 

広帯域で Gbps 級の高速無線伝送を、高速移動体を対象として行うためには、

無線伝送品質の評価技術から構築する必要がある。無線部の周波数特性を補償

する信号生成技術や受信信号の同期検出・復調・複合を高速で行うアルゴリズ

ムを開発し信号品質評価技術を確立する。 

 

③ 移動アクセス制御技術に関する研究開発 

近距離高速通信に向けて開発が進んでいる 60GHz 帯のミリ波通信規格

(IEEE802.15.3c,IEEE802.11ad 等)は室内閉空間に端末が面状に配置される事

を想定している。これらのミリ波規格を拡張・発展させ、線状に端末(線路側

無線装置と移動する車載側装置)が配置される場合への適用を検討し高速移動

体でのアクセス制御技術を確立する。 
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イ 高速移動用バックホール実現のための RoF 技術の開発 

光ファイバ通信技術と高速モバイル通信技術は普及が進んでおり、毎秒 100 メ

ガビット程度までのモバイル通信では基地局への光配信技術が実用化されてい

る。しかしながら、毎秒 1ギガビットを超えるようなミリ波無線信号に対しては

十分であるとは言えない。本研究開発では、システム総容量 10Gbps 以上の高速

移動用バックホールの実現性実証を目標とし、特に、高速多値変復調技術、大容

量ミリ波信号光配信技術、広帯域光＝ミリ波変換技術の開発に注力し、下記①②

③④技術課題を統合した光ネットワークを介したミリ波信号配信技術を開発す

る。 

① 大容量多値変復調技術の開発

限られた周波数帯域で高速な信号伝送を行うための高周波数利用効率信号

（周波数利用効率 2 bit/s/Hz 以上）の発生・復調を行う技術を開発する。「③

光＝高周波相互変換技術の開発」で開発した技術を利用し、変換されたミリ波

信号の変復調技術の検証もあわせて行う。また、ミリ波帯で広帯域動作特性に

優れた、多値変復調技術へ適用可能な光変調技術およびミリ波から光信号への

変換技術の開発も行う。 

② 光信号分配ネットワーク技術の開発

光ネットワークを介して高速移動体へミリ波信号を配信するためには、中央

局側装置で高速移動体の位置を把握して光配信する技術が必要となる。そこで、

配信光を複数の線路側装置へ向けて高速（100 ミリ秒以下）に切り替える技術、

および、複数（2 つ以上）のミリ波帯周波数チャンネルを切り替える技術の開

発を行う。また、「③光＝高周波相互変換技術の開発」を利用するミリ波信号

光分配ネットワーク構成の検討とその実現性を検証する。 

③ 光＝高周波相互変換技術の開発

多数の線路側装置へ独立した光信号を配信するために、多チャンネル光信号

を収容可能な、光周波数帯域 10THz 以上を有する光増幅技術の開発を行う。ま

た、複数（2 つ以上）のミリ波周波数帯を同時変換するためのマルチバンド信

号対応高繰り返し光パルス光源技術や多波長光源技術、90GHz 超の周波数応答

を有する光検波技術を確立する。特に光デバイスの集積化に加え全般的に耐環

境性に優れたデバイス技術の開発を行う。 

④ 光逓倍による通信技術の開発

 線路側装置は数が膨大となることから、低コストでの実現が必要となってい

る。レーダー等で用いられている逓倍方式は安価かつ容易にミリ波を送信でき、

送信機の構造が簡素であることから低コストで実現可能であるが、複雑な無線

信号を送信することができない。そこで低コストかつ高度な変調方式を可能と
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する技術の確立を行う。 

ウ 高速鉄道環境でのシステム統合技術及び鉄道環境試験技術の開発 

 200km/h 以上の速度で移動する高速移動体に乗車したユーザーと地上間で

1Gbps オーダーの高速通信システムの実証を行うためには、地上局と列車間及び

列車内での電波伝搬特性を明確にする事が重要になる。さらに高速鉄道に固有の

アクセス制御方式の実現も必要になる。下記の研究課題①と②で伝搬特性の研究

を行い、多数のアンテナが線状に並んだエリアを高速に列車が通過する状況にお

いても、列車を追跡して確実に接続するための研究課題③を組み合わせシステム

統合技術を構築する。 

① 対列車伝搬特性

対列車通信システムを構築するためには、鉄道環境における対移動体の電波

伝搬特性ならびに雑音・干渉環境を考慮して回線設計を行う必要がある。そこ

で本課題では、(1)鉄道環境における対移動体電波伝搬特性の把握、(2)無線回

線設計を支援するためのシミュレーション技術の開発、(3)標準無線回線設計

案の検討、(4)実際の鉄道線路を利用した実験による回線設計の妥当性と伝送

品質の確認を行う。 

② ユーザー向け列車内伝搬特性

列車内の座席や通路における利用を想定し、超高速なビデオオンデマンドや

インターネットアクセスを提供する無線通信システムを実現する。超高速通信

が可能な 60GHz 帯および比較的伝搬特性の良い 2.4G/5GHz 帯の列車内アクセス

ポイントを用いて最適な列車内エリア構築を行う必要がある。これらシステム

の開発により、実車走行試験にて実証する。 

③ ネットワーク制御

高速で移動する列車を追跡し、確実に接続するためにはネットワーク制御技

術の確立が必要である。具体的には、高速ハンドオーバー（経路切替/位置登録）、

アプリケーション毎の接続方式、閉塞制御方式、移動局管理方式、無線制御方

式などについて適用検討を行い、実運用に耐えうる制御方式の確立を行う。 
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   なお、上記の目標を達成するに当たっての年度毎の目標については、 

  以下を想定している。 

 

 

ア 高速移動用バックホール実現のための無線技術の開発 

＜26 年度＞ 

・送受信機のシステム要件を確定すると同時に、原理試作用の IF/RF 周波数変換

器を試作する。 

・近距離超高速無線技術と RoF 技術を効率的に融合させて運用する為、両者の特

徴を生かした新しい移動アクセス制御技術の基本アーキテクチャを開発する。 

・高速移動による大きなスペクトラム変動の予想される信号測定精度向上のため、

パケット信号の同期方式検出アルゴリズムの精度向上（トレーニング期間の最適

化等）および等価方式精度向上（MMSE 受信等価により静止時での変調精度 3%台

目標）を計る。 

 

＜27 年度＞ 

・ミリ波通信端末とアクセスポイントを用いて、端末移動時の基本パラメータを

取得する。 

各種無線パラメータの変更設定が容易な信号発生機器を用い、移動時の伝搬特性

の取得、同期補足品質の測定、パケット誤り率の測定から、高速移動体特有の課

題を抽出する。 

・伝搬パラメータ抽出自動化ツールおよびアンテナダイバーシティのソフトウエ

ア処理（非実時間）を実現する。 

・実測した高速移動時の電波伝搬特性をミリ波無線評価システムにも導入し、無

線区間切替時の挙動の動態掌握の精度を向上させる。 

 

＜28 年度＞ 

・試作無線機（１対向）を利用し通信実験を年度前半に行い、年度内に課題ウと

連携し在来線（もしくは同等の伝搬環境を模擬できる実験環境）において通信実

験を行う。 

・伝搬特性の実時間計測の実現の為に BER/PER の計測をハードウエア統計処理で

行える環境を構築する。 

 処理アルゴリズムの FPGA 化または GPU アクセラレータによる高速信号計測処

理で、次年度以降の計測評価に備える。 

・計測用ＲＦの集積度を向上させ、可搬形の車載型プロトタイプとし伝搬状況掌

握の為の走行伝搬計測を行う。 

 

 

＜29 年度＞ 
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･課題イで開発された光信号配信技術を活用し、複数の線路側装置での連携検証

を実施する。 

・機器劣化特性の抽出と等価補正項を提供し信号補正や等価により性能の向上を

可能とする。 

・周波数多重方式（チャンネル・ダイバーシティを含む）や無線区画間周波数再

利用方式のリソースの有効利用率向上を研究する。 

＜30 年度＞ 

･29 年度までに作成したハードウェアの耐候・耐振動性能の実証データを取得す

る 

・課題イ、ウと連携して走行実験で信号品質の評価を行う 

イ 高速移動用バックホール実現のための RoF 技術の開発 

＜26 年度＞ 

・ 高い周波数利用効率を実現する光信号の発生・復調の検討を行う。具体的に

はミリ波帯において 1GHz 帯域幅以下で 1Gbps を超える容量を実現する光変復調

技術の原理実証を行う。 

・ ギガビット級ミリ波通信を効率的に実現するための広い光周波数帯域で変調

動作が可能な光変調デバイスの材料構造等設計および評価を行う。 

・ 中間周波数下方変換形態信号による光信号配信ネットワーク構成の検討を行

う。30GHz 帯ミリ波信号を周波数上方・下方変換することにより 90GHz 帯ミリ波

信号と接続するため周波数変換技術の設計と 2セル構成以上での基礎原理の実証

を行う。 

・ マルチバンドミリ波帯信号を収容する光配信トポロジの検討を行う。 

・ 光周波数帯域幅 10THz 以上を達成する光＝ミリ波変換デバイスのための材料

検討および設計を行い、試作・評価を行う。 

・ 90GHz 以上の周波数差を高精度かつ 0.1dB 以下の高安定に生成する多波長光キ

ャリア光源技術の設計を行う。 

・ 90GHz超高速高感度光＝ミリ波変換器の基本設計と試作半導体プロセス検討を

実施する 

・逓倍に適したミリ波帯位相変調信号生成の技術開発 

＜27 年度＞ 

・ 波長多重信号配信へ向けた多チャンネル大容量光信号発生の原理検証を行う。

光周波数利用効率 2 bit/s/Hz 以上を実現する 8 チャンネル以上の光多チャンネ

ル光信号の発生を検証し、総容量毎秒 10 ギガビット以上を実現する。 

・ 広帯域動作向けに設計された材料構造等を用いた光変調要素技術の試作と、



9

高周波特性および広帯域動作特性の基礎的な評価を行う。光変調素子と増幅器等

を集積した光集積デバイス構造の検討も併せて行う。 

・ 複数周波数にまたがるマルチバンドの信号を効率的に分配・伝送するための

高精度な光局発信号の発生技術の検討を行う。周波数確度 100ppm 以下、レベル

確度 0.1dB 以下を目標とする。 

・ 直接無線周波数変換形態を利用する光信号配信ネットワークの検討を行う。

光信号から 90GHz 帯ミリ波を直接変換・発生するネットワークの回線設計と 2セ

ル構成以上での原理実証を行う。 

・ 検討・設計した光周波数帯域幅 10THz 以上を達成する半導体材料を用いる光

増幅デバイス構造の設計を行い、試作・評価を行う。90GHz 以上のビート周波数

を有する高精度多波長レーザの原理評価を行う。 

・ 高速高感度光＝ミリ波変換素子を試作し基本特性の取得を行い、90GHz 超の帯

域が得られる最適構造の設計指針を得る。 

・逓倍に適したミリ波多値変調信号生成の技術開発 

＜28 年度＞ 

・ 総容量毎秒 10 ギガビットを実現する光・ミリ波信号伝送向け多チャンネル・

多値変復調技術の検討を行う。 

・ 上り信号系にも適用可能な高効率変調技術の検討を行う。 

・ 高効率光変調デバイスの設計と試作および高周波特性等の評価、および、超

高周波直接光変調デバイスの検討を行う。併せて、耐環境性能を考慮した光デバ

イス実装方式の検討を行う。 

・ 直接無線周波数変換および中間周波数下方変換形態信号を両用する光信号配

信ネットワークの設計を行う。 

・ 列車移動に伴う適応的な周波数・波長割り当てを行うため、高コヒーレンシ

を保つ周波数・波長の変換技術の開発を行う。 

・ 波長空間における光周波数利用効率の向上を目指した、高速な光周波数切り

替え技術の開発を行う。具体的には、適応する無線搬送波に対応した周波数間の

切り替えをマイクロ秒オーダーで行う技術の開発を行う。 

・ 光周波数帯域幅 10THz 以上を達成した光増幅デバイス構造について、耐環境

性能を評価し、改善するためのパラメータを抽出する。 

・ 90GHz 以上のビート周波数を有する高精度多波長光源技術の簡易化・小型化の

ための設計を行う。 

・ 広帯域化検討を反映させた高速高感度光検出素子を試作し評価を行う。90GHz

超においても高感度特性が得られるよう最適構造の設計指針を得る。 

・光逓倍器を用いた通信方式の検証 

＜29 年度＞ 
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・ ミリ波信号伝送技術の更なる大容量化の検討を行う。周波数横断が可能なマ

ルチバンド変復調技術を設計し、90GHz 帯で 10Gbps、30GHz 帯で 1Gbps を実現す

る高効率変復調技術の検討を行う。 

・ 40GHz級の広帯域特性を有するミリ波直接光変調デバイスの試作と実装を行う。

高周波特性および広帯域特性評価をもとに材料と構造の最適化の検討も併せて

行い最適設計の指針を得る。 

・ 光信号切り替え技術を用いたセル追跡の実証を行う。具体的には隣接セル間

への光信号配信を保ちつつ 100 ミリ秒以下での 8 セル適時切り替えを実証する。 

・ 変換後周波数揺動が原信号と同等もしくは周波数揺動が 100ppm 以下である技

術を開発する。 

・ 光周波数帯域幅 10THz 以上および耐環境特性を有するデバイスを相互変換シ

ステムへ実装し、問題点の抽出とその改善を行う。小型化した 90GHz 以上のビー

ト周波数を有する高精度多波長光源技術の試作及び評価を行う。 

・ 光＝ミリ波変換素子の特性改善および 90GHz 超で高変換効率・高出力化が得

られる実装技術の設計および開発を行う。 

・光逓倍器によるミリ波通信システムの構築 

＜30 年度＞ 

・ 更なる大容量化へ向けた多バンド高効率変復調技術の開発を行う。多数の周

波数バンドと空間多重化技術を用いることにより 40Gbps を超える大容量通信の

原理実証を行う。 

・ ギガビット級光＝ミリ波通信用光変調デバイスのモジュール試作と動作試験

を行う。 

・ 光周波数帯域幅 10THz 以上、耐環境特性を有するデバイスについてシステム

に組み込みその性能を評価する。小型化した 90GHz 以上のビート周波数を有する

高精度多波長光源をシステムに組み込みその評価を行う。 

・ 高速高感度光＝ミリ波変換素子の特性改善および耐環境特性の取得を行う。 

・ 統合システムとの連携実証を行う。 

・光逓倍ミリ波通信システムの実証試験 

ウ 高速鉄道環境でのシステム統合技術及び鉄道環境試験技術の開発 

＜26 年度＞ 

・トンネル以外の区間における無線回線設計作業に適用できる 90GHz 帯用対列車

無線通信品質シミュレータを開発し、実験線環境における電波伝搬実験との比較

検証を行う。 

・60GHz 帯の列車内伝搬をシミュレーションおよび実測にて評価し、従来の

2.4G/5GHz 帯の Wi-Fi システムと比較して座席利用時におけるスループットが 20

倍以上となるエリア率を 99%以上とするアクセスポイント設置要件を設計する。 
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・統合システムの要件定義を行う 

＜27 年度＞ 

・トンネル内の伝搬モデルを検討し、H26 年度に開発したシミュレータに実装す

るとともに、実験環境における実験結果との比較検証を行う。 

・列車内にて 60GHz 帯無線システムと従来の 2.4G/5GHz 帯の Wi-Fi システムとを

併用し、ユーザの持ち込み端末の列車内移動に応じて最適に切り替えて通信可能

なネットワークシステムの方式を作成する。 

・ネットワーク制御方式の検討・比較を行う。 

＜28 年度＞ 

・課題アで開発された試作無線機（１対向）を利用し、在来線（もしくは同等の

伝搬環境を模擬できる実験環境）において電波伝搬特性および伝送品質の測定試

験を行い、シミュレータの検証を行ったうえで、実験結果とシミュレータを用い

て基本的な回線設計を行う。 

・列車内にて 60GHz 帯無線システムと従来の 2.4G/5GHz 帯の Wi-Fi システムとを

併用し、ユーザの持ち込み端末の列車内移動に応じて最適に切り替えて通信可能

なネットワークシステムを試作し検証する。 

・高速ハンドオーバー（経路切替/位置登録）、アプリケーション毎の品質目標（上

位 NW との接続）、閉塞制御方式、移動局管理方式、無線制御方式、パケットのカ

プセル化、NW 内ルーティングの影響、ルートの冗長性、階層構成、アドレス体系

（IP）の検討を行う。 

＜29 年度＞ 

・課題ア、イで開発された試作無線機ならびにバックホールを利用し、在来線（も

しくは同等の伝搬環境を模擬できる実験環境）において電波伝搬特性および伝送

品質の測定試験を行い、基地局間ハンドオーバー時間、エンド－エンド間でのス

ループットを確認するとともに、当該実験線区全線にわたるシミュレーションを

実施し、シミュレータと実験結果との比較検証を行う。さらに、シミュレータを

用いて、H30 年度に実施する高速走行試験を前提としたプロトタイプシステムの

回線設計を行う。 

・ユーザ向け列車内無線システムを開発し、60GHz 帯モバイル端末を用いてシミ

ュレータや実車走行試験による検証を行う。 

・シミュレータによるネットワーク制御技術の検証、実車走行試験による検証を

行う。 

＜30 年度＞ 

・H29 年度までに開発・統合されたプロトタイプシステムを、新幹線（もしくは

200km/h 以上の速度で移動体が走行できる環境）において電波伝搬特性および伝
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送品質の測定試験を行い、システムの実現性を実証する。 

・高速移動用バックホールとの連携実証を行い、60GHz 帯システムと 2.4G/5GHz

帯の Wi-Fi システムとの最適切替方式によりユーザスループットが 50%以上向上

することを検証する。 

・実車走行試験によるネットワーク制御技術の検証、高速車両による検証を行う。 
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５．実施期間  

平成２６年度から３０年度までの５年間  

６．その他 

（１）成果の普及展開に向けた取組等 

①国際標準化等への取組

国際競争力の強化を実現するためには、本研究開発の成果を研究期間中及び

終了後、速やかに関連する国際標準化規格・機関・団体へ提案を実施すること

が重要である。このため、研究開発の進捗に合わせて、国際標準への提案活動

を行うものとする。なお、提案を想定する国際標準規格・機関・団体及び具体

的な標準化活動の計画を策定した上で、提案書に記載すること。 

②実用化への取組

研究開発期間終了後も引き続き「本研究開発で確立した技術の普及啓発活動」

及び平成３５年度までの実用化・製品展開等を実現するために必要な取組を図

ることとし、その活動計画・実施方策については、提案書に必ず具体的に記載

すること。 

（２）提案および研究開発に当たっての留意点 

提案に当たっては、基本計画書に記されている目標に対する達成度を評価す

ることが可能な具体的な評価項目を設定し、各評価項目に対して可能な限り数

値目標を定めること。また、従来の技術との差異を明確にした上で、技術課題

及び目標達成に向けた研究方法、実施計画及び年度目標について具体的かつ実

効性のある提案を行うこと。 

研究開発の実施に当たっては、関連する要素技術間の調整、成果の取りまと

め方等、研究開発全体の方針について幅広い観点から助言を頂くと共に、実際

の研究開発の進め方について適宜指導を頂くため、学識経験者、有識者等を含

んだ研究開発運営委員会等を開催する等、外部の学識経験者、有識者等を参画

させること。  

なお、本研究開発において実用的な成果を導出するための共同研究体制又は

研究協力体制について、研究計画書の中にできるだけ具体的に記載すること。 
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＜基本計画書＞ 

次世代衛星移動通信システムの構築に向けたダイナミック制御技術の研究開発 

１．目的 

産業活動のグローバル化や、大規模震災等の災害対策をはじめとする国民の安

心・安全の確保において、衛星通信、とりわけ海外事業者の通信サービスの国内展

開を含め、衛星移動通信サービスへのニーズが高まっている。ところが、電波の回

り込みや指向性の点から衛星移動通信に適した比較的低い周波数帯の移動体通信

用の周波数帯（L 帯や S 帯等）には新たなサービスに割り当てられる周波数帯はほ

とんどない。限られた帯域において最大限の回線を収容する技術の開発により災害

時の機動的な運用も可能な次世代の衛星移動通信システムを構築し、周波数の利用

効率を向上させることが必要である。 

収容回線数を大幅に拡充するための有効な手法として、「地上／衛星共用携帯電

話システム技術の研究開発」において確立したマルチビーム形成技術による大型ア

ンテナを用いた周波数の繰り返し利用技術があり、当該技術によりスループットを

大幅に向上させ、周波数利用効率を大幅に向上させることが可能である。 

一方、大型アンテナを搭載した技術試験衛星Ⅷ型（ETS-Ⅷ）「きく 8 号」による

実験において、地球による「食」の時間帯において大型アンテナが受けた熱環境の

変化によりアンテナ鏡面に歪みが生じ、ビームの指向方向が東方向に約 0.15 度変

化したことが観測されている。 

この現象は、周波数の有効利用の観点から、大型アンテナによる次世代衛星移動

通信システムのビーム配置を設計する際に無視できず、現状のままではアンテナ鏡

面の歪みを考慮してマージンを大きく見積もった効率の悪いビーム配置を採用す

ることとなり、収容回線数を十分に確保できずに周波数利用効率の低下を招くこと

が懸念されている。 

本研究開発では、衛星搭載の大型アンテナ形状の歪みによる地上のビーム形状の

変形等を動的に補償する仕組みを研究開発し、収容回線数を大幅に拡充した次世代

の衛星移動通信システムの構築のために必要なビーム形状安定化技術を確立し、周

波数有効利用に資することを目的とする。 

２．政策的位置付け 

○電波有効利用の促進に関する検討会－報告書－（平成 24 年 12 月 25 日電波有

効利用の促進に関する検討会） 

第１章 電波利用環境の変化に応じた規律の柔軟な見直し 

１．電波有効利用を促進する柔軟な無線局の運用 

（３）周波数再編の加速 

② 電波有効利用技術の活用

「電波の有効利用を一層推進する観点から、センサーネットワー

ク、M2M、テラヘルツ帯デバイス、無人無線航行関連技術など、新た
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なニーズに対応した無線技術をタイムリーに実現するとともに、電

波利用環境を保護するための技術について開発をより一層推進する

ことが必要」旨が記載されている。 

○宇宙基本計画（平成 25 年 1 月 25 日宇宙開発戦略本部決定）

第３章 宇宙開発利用に関し政府が総合的かつ計画的に実施すべき施策

Ｃ．通信・放送衛星 

（４）５年間の開発利用計画 

① 国際競争力強化のための技術実証の推進

打ち上げ後の需要の変化に対応可能な技術の開発・実証の必要性

について、デジタルビームフォーミング技術およびデジタルチャネ

ライザ技術を例示しつつ記載がされている。 

○世界最先端 IT 国家創造宣言（平成 25 年 6 月 14 日閣議決定）

Ⅲ.目指すべき社会・姿を実現するための取組

２．健康で安心して快適に生活できる、世界一安全で災害に強い社会 

（２） 世界一安全で災害に強い社会の実現 

① 命を守る災害関連情報の提供等、防災・減災体制の構築

「平時にも活用可能な防災・減災情報を提供する情報通信端末の

整備なども含め、多様なメディアを活用した重層的な情報収集・伝

達体制を構築」が記載されている。 

○大規模災害等緊急事態における通信確保の在り方について 最終取りまとめ

（平成 23 年 12 月 27 日大規模災害等緊急事態における通信確保の在り方に関す

る検討会） 

第６章 アクションプラン 

１．国等が中心となり取り組むべき事項 

「地上通信インフラの被災時にニーズに応じた衛星通信の回線確保を円

滑に図るための研究開発に取り組む。」が記載されている。  

３．目標 

 次世代衛星移動通信サービスを実現するために、デジタル中継器による周波数繰

り返し利用可能なマルチビームシステムを安定かつ効率的に運用できるシステム

技術を開発し、ビーム形状安定化技術を確立する。本技術により、隣接するビーム

の重複エリアを１／２程度に軽減し、収容可能なユーザ数を従来の２倍程度に増加

させることで、周波数利用効率を 2倍程度向上させることを目標とする。 

４．研究開発内容  

(1) 概要  

次世代衛星移動通信システムを実現するために必要な、衛星搭載の大型アンテ

ナ形状の歪みなどによる地上のビーム形状の変形や不安定化を動的に補償する

ことにより運用の安定性確保と周波数の有効利用を実現するビーム形状安定化

技術の確立のために、地上のフットプリント計測システム、アンテナ形状の計測

技術、給電部の励振分布制御技術の研究開発を実施する。 
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 (2) 技術課題および到達目標 

技術課題 

 次世代衛星移動通信システムは、衛星端末の小型化・低消費電力化が必要で、

衛星側のアンテナ利得を大きく確保できる大型アンテナが必要である。 

一方、太陽からの熱や構造的な変形の影響による大型アンテナの歪みは、地

上のビーム形状の変形や不安定化を招くことが確認されている。この歪みを見

込んでマルチビームの配列を設計しようとすると、本来 1 ビームでサービスし

たいエリアより相当大きなビームを互いに重なるように配置してマージンを取

るなどの必要が生じ、周波数の利用効率を低下させるという問題がある。そこ

で、劣化した地上のビーム形状をダイナミックに補正し、常に安定した形状の

ビームを維持するビーム形状安定化技術の確立が必要である。 

大型アンテナの歪み等による鏡面形状の変形に伴うビームの劣化等を常に

補償・制御することが可能なビーム形状安定化技術を確立するため、以下の研

究開発を行う。 

ア 地上のフットプリント計測システムの開発 

イ アンテナ形状の計測技術の開発 

ウ 給電部の励振分布制御技術の開発 

到達目標 

 大型アンテナは熱変形等を受けると歪みが生じ、形成されるビームの特性に

影響する事がわかっている。大型アンテナを搭載し、３０ビーム程度またはそ

れ以上のマルチビームにより日本国内及び排他的経済水域をサービスエリア

とする運用が想定される次世代衛星移動通信システムにおいて、海洋である排

他的経済水域よりも日本国内の陸上における所望のビーム特性を高い精度で

維持する技術が必要となる。 

特に本研究開発では、静止軌道上にある衛星が地球による食によって生じる

アンテナの熱変形等を想定して取組むものとし、ビーム変形の主要因である鏡

面形状の変形を 10 分の 1波長（2ギガヘルツの場合 1.5 センチメートル程度）

の精度でモニターし、その影響をダイナミックに補償する給電システムを実現

することにより、常に安定な地上のビーム形状を維持する技術を確立する。 

 ア 地上のフットプリント計測システムの開発 

衛星からのビームを地上で受信し、当該地点の受信状態を測定する計測器を

開発し、基本的な機能・性能の確認を行う。さらに、ネットワークを介してメ

ッシュ状に設置（概ねビーム直径の 1/10 以内の誤差でフットプリントを計測

できるよう、適切な設置箇所を検討して設置すること）された各計測器を統合

制御し、各計測器からの計測データを集約・解析することで地上のビーム形状

（フットプリント）をリアルタイムで明らかにするシステムを開発し、３０ビ
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ーム程度又はそれ以上のマルチビームを日本国内の陸上で計測する実用シス

テムに求められる機能・諸元を検証する。 

イ アンテナ形状の計測技術の開発 

大型構造物の画像等による3次元計測アルゴリズムの試作と最適化を実施す

るとともに、大型アンテナ（３０ｍ級を想定）に対応した大型鏡面形状計測シ

ステムの試作と遠隔計測試験を行い、S 帯のマルチビーム衛星のビーム補正の

ために必要な鏡面形状の計測精度（10 分の 1波長。2ギガヘルツの場合 1.5 セ

ンチメートル程度）を確保するための計測技術を確立する。 

ウ 給電部の励振分布制御技術の開発 

最適化された地上のビーム形状、及び、励振分布制御に適した給電素子の個

数並びに構成を踏まえるとともに、鏡面形状の計測データに基づき、かつ、消

費電力の増大を招かないように配慮し、ダイナミック制御のためのアルゴリズ

ム検討を行い、デジタルビーム形成およびチャネライジング機能を有するデジ

タル中継器で動作する励振制御機能の試作を行うとともに、形成されるビーム

の形状等を評価するためのビーム形成シミュレータの試作を行う。 

エ 総合評価 

アンテナ形状の計測、給電部の励振分布制御及び地上のフットプリント計測

の３処理をまとめて順次実行する統合的な鏡面計測・補償実験システムを試作

し、鏡面形状の計測データに基づく地上のビーム形状制御実験を行い、春と秋

の地球食の期間中（１～２か月程度）において定期的に毎日繰り返して発生す

る大型アンテナの熱変形の過程に追従できるかどうか等の総合的な検証を行

う。 

 

   なお、上記の目標を達成するに当たっての年度毎の目標については、以下の例

を想定している。 

 （例） 

＜平成２６年度＞ 

ア 地上のフットプリント計測システムの開発 

地上のビーム形状（フットプリント）計測システムおよび収集・解析システム

プロトタイプを開発する。 

    イ アンテナ形状の計測技術の開発 

       大型構造物の画像等による 3 次元計測システムの試作を行い、鏡面形状の計測

アルゴリズムの試作と最適化を実施する。 

    ウ 給電部の励振分布制御技術の開発 

 地上のビーム形状最適化の方式検討を行うとともに、鏡面計測データに基づく

給電部のダイナミック制御のためのアルゴリズム検討・試作を行う。 

 

＜平成２７年度＞ 

ア 地上のフットプリント計測システムの開発 
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 地上のビーム形状（フットプリント）計測システムを開発し、計測ネットワー

クとして設置、展開を行い、計測実験を行う。 

    イ アンテナ形状の計測技術の開発 

鏡面形状計測システムの試作を行い、計測試験を行う。 

ウ 給電部の励振分布制御技術の研究 

励振分布を最適化したビーム形成を模擬するビーム形成シミュレータを試作

するとともに、デジタルビーム形成およびチャネライジング機能を有するデジタ

ル中継器に実装するロジックを試作する。 

＜平成２８年度＞ 

エ 総合評価 

鏡面計測・補償実験システムを製作し、鏡面形状計測データに基づく地上のビ

ーム形状制御実験を行い、制御性能の評価を行うとともに総合評価を行う。 

５．実施期間  

平成２６年度から平成２８年度までの３年間  

６．その他 

（１）成果の普及展開に向けた取組等 

①国際標準化等への取組

国際競争力の強化を実現するためには、本研究開発の成果を研究期間中及び

終了後、速やかに関連する国際標準化規格・機関・団体へ提案を実施すること

が重要である。このため、研究開発の進捗に合わせて、国際標準への提案活動

を行うものとする。なお、提案を想定する国際標準規格・機関・団体及び具体

的な標準化活動の計画を策定した上で、提案書に記載すること。 

②実用化への取組

研究開発期間終了後も引き続き取り組む予定の「本研究開発で確立した技術

の普及啓発活動」及び平成３３年度までの実用化・製品展開等を実現するため

に必要な取組を図ることとし、その活動計画・実施方策については、提案書に

必ず具体的に記載すること。 

（２）提案および研究開発に当たっての留意点 

提案に当たっては、基本計画書に記されている目標に対する達成度を評価す

ることが可能な具体的な評価項目を設定し、各評価項目に対して可能な限り数

値目標を定めること。また、従来の技術との差異を明確にした上で、技術課題

及び目標達成に向けた研究方法、実施計画及び年度目標について具体的かつ実

効性のある提案を行うこと。 

研究開発の実施に当たっては、関連する要素技術間の調整、成果の取りまと
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め方等、研究開発全体の方針について幅広い観点から助言を頂くと共に、実際

の研究開発の進め方について適宜指導を頂くため、学識経験者、有識者等を含

んだ研究開発運営委員会等を開催する等、外部の学識経験者、有識者等を参画

させること。  

なお、本研究開発において実用的な成果を導出するための共同研究体制又は

研究協力体制について、研究計画書の中にできるだけ具体的に記載すること。 
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＜基本計画書＞ 

未利用周波数帯への無線システムの移行促進に向けた基盤技術の研究開発 

～ テラヘルツ波デバイス基盤技術の研究開発 

―300GHz 帯増幅器技術― ～ 

１．目的 

無線インターネットやスマートフォン等の普及による情報伝送需要の急増や機

器の ICT 化に伴う電波利用の拡大により、既存の無線通信に割り当てられている周

波数帯では急速に伝送容量がひっ迫することが予想されている。加えて、今後は ITS

や電子タグ等の次世代のICTサービスにより更なる電波利用の拡大が見込まれるこ

とから、通信容量を確保することは喫緊の課題となっており、その解決策として未

利用周波数帯の活用が求められている。 

近年、ミリ波帯を利用するための研究開発が実施されているが、伝送速度は毎秒

十ギガビット（Gbps）級以下であり、超高精細画像の非圧縮リアルタイム無線伝送

や大容量データの瞬時転送を実現するための毎秒数十 Gbps 級の伝送速度を実現す

るには、更に周波数の高いテラヘルツ波帯を用いる必要がある。テラヘルツ波帯は、

ミリ波と光波の中間の周波数帯に位置し、ミリ波帯に比べ周波数が高いため、簡易

な変調方式や広帯域幅を用いて超高速伝送が可能になるとともに、ミリ波帯に比べ

波長が短いため、通信機器をより小型化できる可能性が高い。一方、光波の場合、

レーザーでは高指向性により位置決めに時間がかかる、LED では高速変調が難しい、

といった問題点があるが、テラヘルツ波帯はこれらの問題を同時に克服しうる。し

かし、現時点では未利用周波数帯であるテラヘルツ帯について、送受信技術、アン

テナ技術などは確立しておらず、当該周波数帯における技術の確立が期待されてい

る。 

そのため、本研究開発では、世界的に周波数分配が行われていない 275 - 370GHz

のテラヘルツ帯を用いて、毎秒数十 Gbps 級の超高速伝送を可能とする無線通信基

盤技術を確立する。当該技術により新たな電波資源を開拓し、周波数の有効利用や

既存業務の高い周波数への移行を促進するとともに、国際標準化を通じて無線通信

分野における我が国の国際競争力の強化を図る。 

２．政策的位置付け 

・電波有効利用の促進に関する検討会―報告書―（平成 24 年 12 月 25 日） 

同報告書において、「電波の有効利用を一層推進する観点から、今後は、セン

サーネットワーク、M2M、テラヘルツ帯デバイス、無人無線航行関連技術など、

新たなニーズに対応した無線技術をタイムリーに実現するとともに、電波利用環

境を保護するための技術について開発をより一層推進するため、国際標準化、国

際展開も含め、成果の実用化に向けた各段階の取組の充実・強化を図ることが必

要である。」とされている。 
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・情報通信審議会 中間答申「イノベーション創出実現に向けた情報通信技術政策

の在り方」（平成 25 年１月 18 日付け諮問第 19 号） 

同中間答申中、「５今後取り組むべき技術分野 5.3 基盤技術 ④通信技術・ネ

ットワーク技術」の項目において、「テラヘルツなど、現在未利用の高い周波数

の開拓をはじめとする、無線通信技術の高速化、安定化技術」が掲げられている。 

・科学技術イノベーション総合戦略～新次元日本創造への挑戦～ （平成 25 年６月

７日 閣議決定）・平成 26 年度科学技術重要施策アクションプラン（平成 25 年７

月 31 日総合科学技術会議決定） 

本研究開発は、「テラヘルツ波の利用による超高速・低消費電力無線技術およ

び高効率高周波デバイス技術の研究開発」として平成 26 年度科学技術重要施策

アクションプランに特定された。 

３．目標 

本研究開発では、300GHz 帯の周波数の電波を使用するデータ伝送速度数十（20

～40）Gbps 級の無線通信において、20dB 以上の利得、１Ｗ以上の出力を実現する

大出力増幅器技術を確立する。本技術を用いてビル間通信を実現することを想定し、

少なくとも数 10m 以上の無線通信を実証する。加えて、無線通信装置の設置面積の

縮小のために、A4 サイズの増幅器を実現する小型化技術を確立する。 

４．研究開発内容  

(1) 概要  

すでに、総務省委託研究開発「超高周波搬送波による数十ギガビット無線伝送

技術の研究開発」（平成 23～27 年度）において、InP 化合物半導体を用いた 300GHz

帯の無線通信技術の開発が進められている。当該研究開発は、300GHz 帯の周波数

の電波を使用し、数十（20～40）Gbps 級の伝送速度の無線通信を世界に先駆けて

実現するものであるが、送信機の出力が小さいため伝送距離が数ｍに制限される。

そこで、本研究開発「テラヘルツ波デバイス基盤技術の研究開発」のうちの課題

「300GHz 帯増幅器技術」では、少なくとも数 10m 以上の無線通信を実現するため

に、300GHz 帯の周波数の信号増幅を行う小型増幅器技術を確立する。 

(2) 技術課題及び到達目標 

目標を達成するに当たり、いくつかの異なる技術的な方法が考えられる。以下

は現時点で想定される方法のうちの一つであり、その技術課題、到達目標を示す。 

技術課題 

真空管増幅器技術 

300GHz 帯において高利得かつ高出力の小型真空管増幅器技術を確立する。
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300GHz 帯の周波数の電波に対応するために、微細加工技術であるマイクロメー

トルオーダーの加工精度を有する MEMS 製造技術を使用して、超小型の遅波回路

を開発し、あわせて高電圧電源モジュールの小型化技術を確立する。また、

300GHz 帯の周波数の電波を使用するデータ伝送速度 20～40Gbps の無線通信シ

ステムに、開発された真空管増幅器を適用し、少なくとも数 10m 以上の伝送距

離の無線通信を実証する。なお、実証実験で使用する 300GHz 帯の無線通信シス

テムには、「超高周波搬送波による数十ギガビット無線伝送技術の研究開発」の

研究開発成果を活用する予定である。 

 

到達目標 

300GHz 帯において、データ伝送速度 20～40Gbps の無線通信を少なくとも数

10m 以上の伝送距離で実現するための小型増幅器を開発する。小型増幅器は、

300GHz 帯における数 10GHz の周波数帯域幅で、20dB 以上の利得、１Wクラスの

出力を目標とする。また、実証実験を実施し、少なくとも数 10m 以上の伝送距

離で 300GHz 帯の無線通信を実証する。 

 

なお、上記の目標を達成するに当たっての年度毎の目標については、以下の例

を想定している。 

（例） 

＜平成２６年度＞ 

真空管増幅器技術 

・MEMS 真空管増幅器の設計、微細加工、測定評価を行うための環境整備 

・高周波回路の設計及び微細加工・精密組立技術の開発 

・高電圧電源回路モジュールの小型化検討 

 

＜平成２７年度＞ 

真空管増幅器技術 

・微細加工技術・精密組立技術の改良 

・MEMS 真空管を構成する高周波回路の部分品の試作及び基本特性の確認 

・増幅器を駆動するための高電圧電源回路モジュール用変圧部品の試作及び

MEMS 真空管を駆動可能な高電圧を発生できることの確認 

 

＜平成２８年度＞ 

真空管増幅器技術 

・微細加工技術・精密組立技術の改良 

・MEMS 真空管用高周波回路部品の組立評価を行い、300GHz 帯で 20dB 以上（出

力１Wクラス）の利得を有することを確認 

・高電圧電源回路モジュールの試作 

・実証実験用無線通信システムの伝送性能評価 
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＜平成２９年度＞ 

真空管増幅器技術 

・MEMS 真空管増幅器の試作及び性能評価 

・開発した試作真空管増幅器と実証実験用無線通信システムの結合 

・データ伝送速度 20～40Gbps の無線通信の数 10m 以上の伝送実証実験の実施 

５．実施期間  

平成２６年度から平成２９年度までの４年間  

６．その他 

(1) 成果の普及展開に向けた取組等 

① 国際標準化等への取組

国際競争力の強化を実現するためには、本研究開発の成果を研究期間中及び終

了後、速やかに関連する国際標準化機関・団体等への提案を実施することが重要

である。このため、研究開発の進捗に合わせて、国際標準化機関・団体等への提

案活動を行うものとする。なお、提案を想定する国際標準規格、国際標準化機関・

団体等及び具体的な標準化活動の計画を策定した上で、提案書に記載すること。 

② 実用化への取組

研究開発期間終了後も引き続き取り組む予定の「本研究開発で確立した技術の

普及啓発活動」及び平成３４年度までの実用化・製品展開等を実現するために必

要な取組を図ることとし、その活動計画・実施方策については、提案書に必ず具

体的に記載すること。 

(2) 提案及び研究開発に当たっての留意点 

① 提案に当たっては、基本計画書に記されている目標に対する達成度を評価す

ることが可能な技術課題と到達目標を明記することとし、この際に具体的な評

価項目(出力強度、利得、伝送距離、サイズ等)を設定し、各評価項目に対して

可能な限り数値目標を定めること。また、開発しようとする技術と従来の技術

との差異を詳細に明確化した上で、技術課題及び目標達成に向けた研究方法、

設計上の課題と解決方法、実施計画及び年度目標について具体的かつ実効性の

ある提案を行うこと。 

② 研究開発の実施に当たっては、関連する要素技術間の調整、成果の取りまと

め方等、研究開発全体の方針について幅広い観点から助言を頂くと共に、実際

の研究開発の進め方について適宜指導を頂くため、学識経験者、有識者等を含

んだ研究開発運営委員会等を開催する等、外部の学識経験者、有識者等を参画

させること。  
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③ 「テラヘルツ波デバイス基盤技術の研究開発」の各課題間の連携のために、

総務省が別途指示する会合において、本研究開発の進捗状況や成果について説

明し、有識者及び他の受託機関と意見交換等を行う旨を提案書に記載すること。 

④ 本研究開発においては、「超高周波搬送波による数十ギガビット無線伝送技術

の研究開発」の研究開発成果の活用を求めることがある。 

⑤ 本研究開発において実用的な成果を導出するための共同研究体制又は研究協

力体制について、研究計画書の中にできるだけ具体的に記載すること。 

⑥ (1)①及び(1)②をより確実に実現するためには、テラヘルツ波帯の周波数を

利用する研究開発分野全体の研究開発動向及びユーザーのニーズを把握し、標

準化・実用化への適切な方向性を見極める必要がある。そのため、本分野の研

究開発をテーマにした産学官によるコンソーシアム等に参加し、他の研究開発

機関との間で、方向性及び目標について議論することが望ましい。よって、提

案書には、本分野のコンソーシアム等への主体的な参加及びその活動への主体

的な協力を行う旨を記載すること。 

(3) 研究開発成果の情報発信 

① 研究開発で確立した技術の普及啓発活動を実施すると共に、実用に向けて必

要と思われる研究開発課題への取組も実施し、その活動計画・方策については

具体的に提案書に記載すること。 

② 研究開発成果については、原則として、総務省としてインターネット等によ

り発信を行うとともに、マスコミを通じた研究開発成果の発表、講演会での発

表等により、広く一般国民へ研究開発成果を分かりやすく伝える予定であるこ

とから、当該提案書には、研究成果に関する分かりやすい説明資料や図表等の

素材、英訳文書等を作成し、研究成果報告書の一部として報告する旨の活動が

含まれていること。さらに、総務省が別途指示する成果発表会等の場において、

研究開発の進捗状況や成果について説明等を行う旨を提案書に記載すること。 

③ 本研究開発による成果を論文発表、プレス発表、製品化、Web サイト掲載等を

行う際には「本技術は、総務省の委託を受けて実施した「テラヘルツ波デバイ

ス基盤技術の研究開発」による成果です。」という内容の注記を発表資料等に

都度付すこととする旨を提案書に明記すること。 
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＜基本計画書＞ 

未利用周波数帯への無線システムの移行促進に向けた基盤技術の研究開発 

～ テラヘルツ波デバイス基盤技術の研究開発 

―300GHz 帯シリコン半導体 CMOS トランシーバ技術― ～ 

１．目的 

無線インターネットやスマートフォン等の普及による情報伝送需要の急増や機

器の ICT 化に伴う電波利用の拡大により、既存の無線通信に割り当てられている周

波数帯では急速に伝送容量がひっ迫することが予想されている。加えて、今後は ITS

や電子タグ等の次世代のICTサービスにより更なる電波利用の拡大が見込まれるこ

とから、通信容量を確保することは喫緊の課題となっており、その解決策として未

利用周波数帯の活用が求められている。 

近年、ミリ波帯を利用するための研究開発が実施されているが、伝送速度は毎秒

十ギガビット（Gbps）級以下であり、超高精細画像の非圧縮リアルタイム無線伝送

や大容量データの瞬時転送を実現するための毎秒数十 Gbps 級の伝送速度を実現す

るには、更に周波数の高いテラヘルツ波帯を用いる必要がある。テラヘルツ波帯は、

ミリ波と光波の中間の周波数帯に位置し、ミリ波帯に比べ周波数が高いため、簡易

な変調方式や広帯域幅を用いて超高速伝送が可能になるとともに、ミリ波帯に比べ

波長が短いため、通信機器をより小型化できる可能性が高い。一方、光波の場合、

レーザーでは高指向性により位置決めに時間がかかる、LED では高速変調が難しい、

といった問題点があるが、テラヘルツ波帯はこれらの問題を同時に克服しうる。し

かし、現時点では未利用周波数帯であるテラヘルツ帯について、送受信技術、アン

テナ技術などは確立しておらず、当該周波数帯における技術の確立が期待されてい

る。 

そのため、本研究開発では、世界的に周波数分配が行われていない 275 - 370GHz

のテラヘルツ帯を用いて、毎秒数十 Gbps 級の超高速伝送を可能とする無線通信基

盤技術を確立する。当該技術により新たな電波資源を開拓し、周波数の有効利用や

既存業務の高い周波数への移行を促進するとともに、国際標準化を通じて無線通信

分野における我が国の国際競争力の強化を図る。 

２．政策的位置付け 

・電波有効利用の促進に関する検討会―報告書―（平成 24 年 12 月 25 日） 

同報告書において、「電波の有効利用を一層推進する観点から、今後は、セン

サーネットワーク、M2M、テラヘルツ帯デバイス、無人無線航行関連技術など、

新たなニーズに対応した無線技術をタイムリーに実現するとともに、電波利用環

境を保護するための技術について開発をより一層推進するため、国際標準化、国

際展開も含め、成果の実用化に向けた各段階の取組の充実・強化を図ることが必

要である。」とされている。 
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・情報通信審議会 中間答申「イノベーション創出実現に向けた情報通信技術政策

の在り方」（平成 25 年１月 18 日付け諮問第 19 号） 

同中間答申中、「５今後取り組むべき技術分野 5.3 基盤技術 ④通信技術・ネ

ットワーク技術」の項目において、「テラヘルツなど、現在未利用の高い周波数

の開拓をはじめとする、無線通信技術の高速化、安定化技術」及び「センシング

など、電波を通信以外に利用する技術」が掲げられている。 

・科学技術イノベーション総合戦略～新次元日本創造への挑戦～ （平成 25 年６月

７日 閣議決定）・平成 26 年度科学技術重要施策アクションプラン（平成 25 年７

月 31 日総合科学技術会議決定） 

本研究開発は、「テラヘルツ波の利用による超高速・低消費電力無線技術およ

び高効率高周波デバイス技術の研究開発」として平成 26 年度科学技術重要施策

アクションプランに特定された。 

３．目標 

本研究開発では、300GHz 帯の周波数の電波を使用する、無線通信用のシリコン半

導体 CMOS トランシーバ技術を確立し、見通し距離１ｍ程度において、40～100Gbps

級のデータ伝送速度の高品質無線通信を実証する。 

４．研究開発内容  

(1) 概要  

すでに、総務省委託研究開発「超高周波搬送波による数十ギガビット無線伝送

技術の研究開発」（平成 23～27 年度）において、InP 化合物半導体を用いた 300GHz

帯の無線通信技術の開発が進められている。当該研究開発は、300GHz 帯の周波数

の電波を使用し、数十（20～40）Gbps 級の伝送速度の無線通信を世界に先駆けて

実現するものであるが、化合物半導体デバイスを用いるため、広く用いられてい

る低コストの CMOS デジタル回路との一体集積化や量産化は困難である。そこで、

本研究開発「テラヘルツ波デバイス基盤技術の研究開発」のうちの課題「300GHz

帯シリコン半導体 CMOS トランシーバ技術」では、CMOS デジタル回路とトランシ

ーバの一体集積化や、小型で低コストのデバイス開発を可能とするために、

300GHz帯無線通信用のシリコン半導体CMOSトランシーバ技術を確立する。また、

本技術を用いて、40～100Gbps 級の通信を実現する無線通信システムを開発する。 

(2) 技術課題及び到達目標 

目標を達成するに当たり、いくつかの異なる技術的な方法が考えられる。以下

は現時点で想定される方法のうちの一つであり、その技術課題、到達目標を示す。 

技術課題 
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300GHz 帯シリコン半導体 CMOS トランシーバ技術 

シリコン半導体 MOS トランジスタ集積回路技術によって、300GHz 帯の周波数

の電波を使用するデータ伝送速度 40～100Gbps 級の近距離無線通信（機器内～

１m程度）を実現するためのトランシーバ技術を確立する。 

また、開発されたトランシーバを適用して、アンテナを含む近距離無線通信

システムを開発し、40～100Gbps 級のデータ伝送速度を実証する。 

 

到達目標 

300GHz 帯シリコン半導体 CMOS トランシーバ技術 

ア 近距離無線通信用 300GHz 帯シリコン半導体 CMOS トランシーバ技術 

微細 CMOS を用い、増幅回路、周波数変換回路（ミキサ）、発振回路、受動

回路などの要素回路を開発する。また、これらの要素回路を集積化した300GHz

帯シリコン半導体 CMOS トランシーバのフロントエンド部を実現する。 

イ 300GHz 帯の周波数の電波を使用する近距離無線通信システムの開発及び

通信実験による機能実証 

300GHz帯シリコン半導体CMOSトランシーバのフロントエンド部を用いて、

近距離無線通信システムを開発する。また、実証実験を行い、データ伝送速

度が 40～100Gbps 級であることを実証する。 

 

なお、上記の目標を達成するに当たっての年度毎の目標については、以下の例

を想定している。 

（例） 

＜平成２６年度＞ 

300GHz 帯シリコン半導体 CMOS トランシーバ技術 

ア 近距離無線通信用 300GHz 帯シリコン半導体 CMOS トランシーバ技術 

300GHz 帯シリコン半導体 CMOS トランシーバの設計技術を開発し、トラン

シーバのフロントエンド部を構成する要素回路の試作と特性評価を行う。 

イ 300GHz 帯の周波数の電波を使用する近距離無線通信システムの開発及び

通信実験による機能実証 

300GHz帯の周波数の電波を使用する近距離無線通信システムの設計を行う。 

 

＜平成２７年度＞ 

300GHz 帯シリコン半導体 CMOS トランシーバ技術 

ア 近距離無線通信用 300GHz 帯シリコン半導体 CMOS トランシーバ技術 

300GHz 帯シリコン半導体 CMOS トランシーバの要素回路を集積化したフロ

ントエンドチップの試作と特性評価を行う。 

イ 300GHz 帯の周波数の電波を使用する近距離無線通信システムの開発及び

通信実験による機能実証 

300GHz 帯シリコン半導体 CMOS トランシーバのフロントエンドチップを用
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い、近距離通信における 10Gbps の伝送性能を実証する。 

＜平成２８年度＞ 

300GHz 帯シリコン半導体 CMOS トランシーバ技術 

ア 近距離無線通信用 300GHz 帯シリコン半導体 CMOS トランシーバ技術 

微細CMOSプロセスに対応した300GHz帯シリコン半導体CMOSトランシーバ

の設計技術を開発し、25Gbps 伝送に対応するトランシーバのフロントエンド

部を構成する要素回路の試作と特性評価を行う。 

イ 300GHz 帯の周波数の電波を使用する近距離無線通信システムの開発及び

通信実験による機能実証 

40～100Gbps のデータ伝送に対応する近距離無線通信システムの信号処理

部を開発する。 

＜平成２９年度＞ 

300GHz 帯シリコン半導体 CMOS トランシーバ技術 

ア 近距離無線通信用 300GHz 帯シリコン半導体 CMOS トランシーバ技術 

25Gbpsの伝送に対応する微細CMOSを用いた300GHz帯シリコン半導体CMOS

トランシーバのフロントエンドチップの試作と特性評価を行う。 

イ 300GHz 帯の周波数の電波を使用する近距離無線通信システムの開発及び

通信実験による機能実証 

300GHz 帯シリコン半導体 CMOS トランシーバのフロントエンドチップを用

い、近距離通信における 25Gbps の伝送性能を実証する。 

＜平成３０年度＞ 

300GHz 帯シリコン半導体 CMOS トランシーバ技術 

ア 近距離無線通信用 300GHz 帯シリコン半導体 CMOS トランシーバ技術 

微細 CMOS を用い、増幅回路、周波数変換回路（ミキサ）、発振回路、受動

回路などの要素回路を集積化した 300GHz 帯シリコン半導体 CMOS トランシー

バのフロントエンド部を実現する。 

イ 300GHz 帯の周波数の電波を使用する近距離無線通信システムの開発及び

通信実験による機能実証 

微細CMOSによる300GHz帯シリコン半導体CMOSトランシーバのフロントエ

ンド部を用い、40～100Gbps 級の近距離無線通信システムを開発し、伝送性

能の実証を行う。 

５．実施期間  

平成２６年度から平成３０年度までの５年間  

６．その他 
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(1) 成果の普及展開に向けた取組等 

① 国際標準化等への取組 

国際競争力の強化を実現するためには、本研究開発の成果を研究期間中及び終

了後、速やかに関連する国際標準化機関・団体等への提案を実施することが重要

である。このため、研究開発の進捗に合わせて、国際標準化機関・団体等への提

案活動を行うものとする。なお、提案を想定する国際標準規格、国際標準化機関・

団体等及び具体的な標準化活動の計画を策定した上で、提案書に記載すること。 

 

② 実用化への取組 

研究開発期間終了後も引き続き取り組む予定の「本研究開発で確立した技術の

普及啓発活動」及び平成３５年度までの実用化・製品展開等を実現するために必

要な取組を図ることとし、その活動計画・実施方策については、提案書に必ず具

体的に記載すること。 

 

(2) 提案及び研究開発に当たっての留意点 

① 提案に当たっては、基本計画書に記されている目標に対する達成度を評価す

ることが可能な技術課題と到達目標を明記することとし、この際に具体的な評

価項目(伝送速度、誤り率等)を設定し、各評価項目に対して可能な限り数値目

標を定めること。また、開発しようとするトランシーバの仕様（送受信電力、

雑音指数、利得等）を具体的に設定し、その実現に必要となる研究開発項目ご

とに数値目標を定めること。また、開発しようとする技術と従来の技術との差

異を明確化した上で、技術課題及び目標達成に向けた研究方法、設計上の課題

と解決方法、実施計画及び年度目標について具体的かつ実効性のある提案を行

うこと。 

 

② 研究開発の実施に当たっては、関連する要素技術間の調整、成果の取りまと

め方等、研究開発全体の方針について幅広い観点から助言を頂くと共に、実際

の研究開発の進め方について適宜指導を頂くため、学識経験者、有識者等を含

んだ研究開発運営委員会等を開催する等、外部の学識経験者、有識者等を参画

させること。  

 

③ 「テラヘルツ波デバイス基盤技術の研究開発」の各課題間の連携のために、

総務省が別途指示する会合において、本研究開発の進捗状況や成果について説

明し、有識者及び他の受託機関と意見交換等を行う旨を提案書に記載すること。 

 

④ 本研究開発において実用的な成果を導出するための共同研究体制又は研究協

力体制について、研究計画書の中にできるだけ具体的に記載すること。 

 

⑤ (1)①及び(1)②をより確実に実現するためには、テラヘルツ波帯の周波数を
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利用する研究開発分野全体の研究開発動向及びユーザーのニーズを把握し、標

準化・実用化への適切な方向性を見極める必要がある。そのため、本分野の研

究開発をテーマにした産学官によるコンソーシアム等に参加し、他の研究開発

機関との間で、方向性及び目標について議論することが望ましい。よって、提

案書には、本分野のコンソーシアム等への主体的な参加及びその活動への主体

的な協力を行う旨を記載すること。 

(3) 研究開発成果の情報発信 

① 研究開発で確立した技術の普及啓発活動を実施すると共に、実用に向けて必

要と思われる研究開発課題への取組も実施し、その活動計画・方策については

具体的に提案書に記載すること。 

② 研究開発成果については、原則として、総務省としてインターネット等によ

り発信を行うとともに、マスコミを通じた研究開発成果の発表、講演会での発

表等により、広く一般国民へ研究開発成果を分かりやすく伝える予定であるこ

とから、当該提案書には、研究成果に関する分かりやすい説明資料や図表等の

素材、英訳文書等を作成し、研究成果報告書の一部として報告する旨の活動が

含まれていること。さらに、総務省が別途指示する成果発表会等の場において、

研究開発の進捗状況や成果について説明等を行う旨を提案書に記載すること。 

③ 本研究開発による成果を論文発表、プレス発表、製品化、Web サイト掲載等を

行う際には「本技術は、総務省の委託を受けて実施した「テラヘルツ波デバイ

ス基盤技術の研究開発」による成果です。」という内容の注記を発表資料等に

都度付すこととする旨を提案書に明記すること。 
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